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グループCEO 取締役社⻑�

櫻⽥ 謙悟

昨年北⽶を襲った巨⼤ハリケーンなどの気候変動による⾃然災害の常態化、情勢不安などの地政学リスク、

⼈権問題、地域間格差の拡⼤、デジタル技術の進化など、さまざまな社会的課題が顕在化、また複雑化して

きています。当社グループの⺟国市場である⽇本における急速な少⼦⾼齢化、⼈⼝減少はもちろん、グロー

バルに⽬を転じても、国連の定めたSDGsに代表されるように国際社会が共通して取り組むべき課題は拡が

りを⾒せています。私が毎年出席している世界経済フォーラムの年次総会（通称：ダボス会議）でも、この

ような課題の解決が議論されており、今年は「Creating�a�Shared�Future�in�a�Fractured�World」、つま

り「バラバラになった世界で共通の未来を創出する」がテーマとなっていました。社会的課題は、もはや⼀

つの主体だけで解決することが難しくなっており、⾏政・企業・⾮営利組織などがこれまでの枠組みを超

え、新たな主体を巻き込みながら共存し解決していくことが不可⽋になってきています。�

こうしたなか、当社グループにとっては、⼈⼝減少や気候変動はもちろんですが、デジタル・ディスラプシ

ョン（デジタル技術による既存市場の破壊）が⼤きな脅威です。損害保険事業を例にとると、⾃動運転⾞の

普及によって⾃動⾞保険のニーズが減少していく可能性があります。さらに、これまで保険業界の外にいた

デジタルを中⼼とするプレイヤーが参⼊することにより、業界が激しくディスラプト（破壊）される可能性

があります。このように、世の中は、まさにVUCAと呼ばれる何が起こるかわからない時代となり、当社を

取り巻く環境は⼤きく変化していくと考えています。

トップコミットメント

当社グループを取り巻く環境
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こうした時代のなかで勝ち抜いていくために、当社グループは、中核事業である保険事業の枠組みを超え

て、お客さまに「安⼼・安全・健康に資する最⾼品質のサービス」をお届けする、「安⼼・安全・健康のテ

ーマパーク」という世界にも類を⾒ないユニークかつ先進的なグループへのトランスフォーメーションを⽬

指しています。�

「安⼼・安全・健康のテーマパークとは、どのような姿なのか」とステークホルダーの皆さまにご質問いた

だくことがあります。当社グループの中核事業である「保険」はまさかのときに備えるものですが、事故や

病気などによるマイナスをゼロにするだけでなく、できるだけ今の幸せを⻑続きさせる、できればもっと幸

せになる、つまりゼロを維持もしくはプラスにするお⼿伝いをする、これが「安⼼・安全・健康のテーマパ

ーク」の構想です。「テーマパーク」は、楽しくて、幸せを感じられて、⾷べたり乗ったりと具体的な「体

験」ができる場所です。たとえば、介護状態になること⾃体は本⼈や家族にとってハッピーではありません

が、⼤切な家族がそういう状態になったときに、安⼼して託すことができる場所がある、本⼈も幸せそうに

暮らしている、そのような状態を作るお⼿伝いをするなど、当社グループの提供する商品・サービスを通じ

て、安⼼・安全・健康を具体的に体験いただきたい。そのような意味で「テーマパーク」という⾔葉を�

使っています。

＜トランスフォーメーションとエコシステム＞�

当社グループのトランスフォーメーションとはなにか。単に「規模が拡⼤しただけ」、「強固になっただ

け」、「組織の⼊れ替えだけ」を意味するものではありません。「質的進化」を果たす必要があります。�

従来の延⻑線上にはない新たなビジネスモデルの創出などを通じ、各事業のビジネスモデルを変⾰する。デ

ジタル技術や資本などの経営リソースを最適化し、グループ全体の事業ポートフォリオを変⾰する。そし

て、既存の枠組みやグループ間だけではなく、優れた知⾒や可能性を持つ「外」のパートナーともつながる

「エコシステム」を構築し、互いに影響しあいながらグループ全体の機能を⾼め、「安⼼・安全・健康のテ

ーマパーク」を実現する。これが当社グループの質的進化、すなわちトランスフォーメーションです。

＜トランスフォーメーションに⽋かせない「デジタル」×「ヒト」＞�

では、トランスフォーメーションを実現していくために何が必要か、それは「デジタル」と「ヒト」です。�

迫り来るデジタル・ディスラプションをチャンスに変えるためには、より速いスピードでデジタルの世界で

起きていることをとらえ、これまでの枠組みやビジネスモデルを超えたアクションを起こすことが必要で

す。そのために、東京、⽶国シリコンバレーに「SOMPO�Digital�Lab」を開設、さらに、最先端技術が集

まるイスラエルにも拠点を開設し、既存事業におけるデジタル技術の実⽤化やサイバーセキュリティ事業へ

の新規参⼊など、先駆的な取組みを進めています。�

⼀⽅で、最先端のデジタル技術を知ることは⾮常に重要ですが、それだけではトランスフォーメーションは

起こせません。デジタル時代における最⼤かつ最終的な差別化要素は「ヒト」です。デジタル化によりAI�や

ロボットがいくら進歩したとしても、⼈の感情に寄り添い、答えのない複雑な課題に⼤局的な視点で意思決

定をしていくことはできません。つまり、デジタル時代だからこそ、ヒトの役割は今まで以上に重要になる

当社グループの⽬指す姿

「安⼼・安全・健康のテーマパーク」へのトランスフォーメーション
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と考えています。最⼤のポイントは「EQ（⼼の知能指数）」であり、EQの⾼い⼈材こそがデジタル時代の

キードライバーになります。そのような⼈材を多数育成するとともに、プロフェッショナル⼈材や異能⼈材

の育成や外部採⽤などにより⼈材を多様化し、トランスフォーメーションの牽引役として活躍してもらいま

す。�

こうした取組みが、新たな価値を創造し、さまざまな社会的課題を機会（チャンス）ととらえ、⻑期的な企

業価値向上、持続可能な社会の実現にもつながるものと考えています。

当社グループは、2016年度からスタートした5年間の中期経営計画を通じて、これまでお話してきた⽬指す

姿へのトランスフォーメーションを実現していきます。�

中期経営計画は、今年度で3年⽬に⼊ります。これまで築いてきた基盤をさらに進化させ、着実に成果を出

し、「安⼼・安全・健康のテーマパーク」の実現に向けて取組みを加速します。また、2020年度以降の早

期に⽬指す「グローバル上場保険会社トップ10⽔準の規模（修正連結利益3,000億円以上）および資本効率

（修正連結ROE10％以上）」の実現に向け、安定的な利益創出と強固な財務基盤をベースに、各事業のト

ランスフォーメーションと事業間連携により既存事業の収益性を向上させ、成⻑投資機会をとらえること

で、持続的成⻑サイクルを構築していきます。�

2017年度は、北⽶のハリケーン等の国内外⾃然災害や⼤⼝事故などの影響により、修正連結利益は1,627

億円と前年度に⽐べて205億円の減益となりましたが、2018年度は各事業の増益により、過去最⾼益の

2,200億円を⾒込んでいます。�

株主還元については、2017年度は前年度に⽐べて20円の増配と総額391億円の⾃⼰株式取得を実施し、4

期連続で中⻑期的な⽬標⽔準である総還元性向50％を維持しました。また、2018年度についても、増益に

合わせ5期連続の増配を⾒込んでいます。�

中期経営計画がスタートしてからの2年間で、各事業の取組みは着実に進展しており、今後も「安⼼・安

全・健康のテーマパーク」に向けた戦略を着実に実⾏していきます。

＜国内損保事業＞�

⻑年培ったビジネスプロセスをゼロベースで⾒直し、130年の歴史を持つ企業⽂化そのものを変⾰すること

で、持続的な成⻑を⽬指します。AI・RPA �などのデジタル技術を活⽤した⽣産性向上や、業界の垣根を超

えた先進的なプレイヤーとの協業を通じた画期的な商品・サービス開発など、既存事業の成⻑と新たな価値

創造に向けたイノベーションにも取り組んでいます。

＜国内⽣保事業＞�

保険本来の機能（Insurance）と健康を応援する機能（Healthcare）を統合した「Insurhealth：インシュ

アヘルス」の展開を通じ、従来にない新たな付加価値を提供し、お客さまが健康になることを応援する「健

康応援企業」への変⾰を進めています。�

具体的には、健康サービスブランド『リンククロス』を⽴ち上げ、健康状態が改善されたお客さまには、以

降の保険料を引き下げるとともに、加⼊時からの保険料差額相当額をお⽀払いする『リンククロス�じぶん

中期経営計画の進捗

*

Robotic�Process�Automation�

ソフトウェアロボットによる業務プロセス⾃動化

*
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と家族のお守り』を発売しました。こうした商品・サービスを通じて、健康維持、健康増進という新たな価

値を提供していきます。

＜介護・ヘルスケア事業＞�

順調な⼊居率の改善により、2017年度に⽬指していた⿊字化を実現しました。さらに、2018年7⽉に実施

した主⼒事業会社2社の合併を通じ、サービス品質向上とコスト削減の両⽴を⽬指します。また、急激に進

む⾼齢化に向け、認知機能の低下予防を起点とする産官学の連携基盤を確⽴し�「健康寿命延伸」にも取り組

み、グループの成⻑だけでなく、社会的課題の解決、「世界に誇れる豊かな⻑寿国⽇本」の実現にも貢献し

ていきます。

＜海外保険事業＞�

2017年3⽉に買収したSOMPOインターナショナルを中⼼とした先進国における組織再編を終え、アンダー

ライティングの⾼度化やグローバルに農業保険を展開する「AgriSompo」の⽴ち上げなどの成果が出始め

ています。さらに、今後は新興国のリテール分野の保険事業を統括するプラットフォーム構築にも着⼿し、

世界初の真に統合された海外保険事業グローバルプラットフォームの構築を進めています。

2016年11⽉に開⽰した中期経営計画の2018年度グループ経営数値⽬標は、「修正連結利益2,200億円〜�2,300億円、修正

連結ROE8％以上」です。

すべてのステークホルダーの皆さまとの対話と協働を⾏いつつ、「安⼼・安全・健康のテーマパーク」とい

うぶれない信念・ビジョンを持ち、グループ⼀体となりトランスフォーメーションを進めていきます。�

今後も皆さまからの⼀層のご⽀援を賜りますよう、よろしくお願いいたします。

最後に
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当社が⽬指す、「安⼼・安全・健康のテーマパーク」における４つの主要事業の⼀つが介護・ヘルスケア事

業です。2018年7⽉1⽇にグループの介護事業会社4社が合併し 、新たな体制下で「世界に誇れる豊かな

⻑寿国⽇本」の実現に向け、保険事業で培った強みを活かしたＳＯＭＰＯならではの最⾼品質の介護サービ

ス提供にチャレンジしていきます。

ＳＯＭＰＯホールディングス�

シニアマーケット事業部⻑�

兼 ＳＯＭＰＯケア株式会社�

執⾏役員 ＣＳＯ�

久⽶ 康樹�

  

IIHOE［⼈と組織と地球のための国際研究所］��

兼�ソシオ・マネジメント編集発⾏⼈�

川北�秀⼈⽒

特集１�介護・ヘルスケアの取組み

社会的課題の解決に資する当社グループならではの介護事業

*1
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川北⽒には、2001年以来、当社のＣＳＲコミュニケーションレポート「第三者意⾒」を毎年継続してお寄

せいただいています。昨年に引き続き、川北⽒とともに、今後の介護事業の取組みの課題について共有しま

した。（対談実施⽇：2018年7⽉3⽇）

久⽶ 2018年7⽉1⽇、ＳＯＭＰＯケアグループにある事業会社4社が合併し、「ＳＯＭＰＯケア株式会

社」として、新しいスタートを切りました。合併に先⽴ち各社各様であった経営理念を経営による議論と従

業員の声を踏まえて策定しました。対象を⾼齢者、そのご家族また従業員を含めた⼈間尊重を軸とした経営

基本⽅針を2018年1⽉に策定し、「⾃⽴⽀援をするためのカスタムメイドケアによるＱＯＬの向上」、

「“おいしく⾷べる”�（Food�Labの設置）」ことを追及した栄養ケア、「チームワークの築き」、「地域と

のかかわりを深める」、「コンプライアンス」をキーワードにした⾏動指針カードを作成し、全従業員に配

布しました。

この⼀年間は合併という枠組みを整えてきました。�

戦略としては地域本部制を敷き、地域ごとに責任者を配置しました。従来はサービス類型ごとに縦割りだっ

た組織を利⽤者様の⽬線で⾒直したことで、地域にあるフルラインナップの介護サービスを幅広く提供でき

るようになりました。⼈材育成の観点では、「ＳＯＭＰＯケアユニバーシティ」を東京に次いで2018年4

⽉に⼤阪にも設⽴し、多くの従業員に利⽤されています。また、「社⻑賞」を創設し従業員のモチベーショ

ンアップにも取り組んでいます。�

他にも「合同⼊社式」「現場⼒向上ワークショップの開催」「認知症プロジェクト推進室の設置」「国⽴⻑

寿医療研究センターとの包括連携協定」など、4社のシナジーを活かし、新会社誕⽣に向け様々な取組みを

⾏ってきました。

川北 包括連携協定で、「運転寿命」に着⽬する観点はなるほど、と思いました。ポイントは「ＩＣＴの活

⽤」と本⼈の「健康寿命延伸」の２つですね。ＡＩとの向き合い⽅は御社ならではの切り⼝であり、認知症

川北 社⻑賞の選考基準が、今回策定された⾏動指針に基づいていると良いですね。成果を重視するかチャ

レンジ精神を重視するか、という点もありますが、職場の働きやすさ改善に貢献した従業員に対して表彰す

ることも⼤事だと思います。

久⽶ 続いて、昨年のキーワードだった「認知症対策」についてお話しします。当部に認知症プロジェクト

推進室を設⽴し、2017年9⽉に国⽴⻑寿医療研究センター（以下、国⽴⻑寿）と包括連携協定を締結しまし

た。⾃動⾞の運転寿命が延びているなか、⾼齢者の移動機能を保つためには認知機能低下を防ぐことが重要

です。諸外国と⽐べ、⽇本では早期発⾒に繋がる認知機能チェックの体制が⼗分ではありません。この包括

連携協定によって当社の保険付帯サービスなどを活⽤し、認知機能の簡易テストを受ける機会を提供できる

と考えています。�

国⽴⻑寿にとっては、私たちが⾃動⾞保険で蓄積している事故データを活⽤し認知機能と事故の相関関係を

⽰せるのではないかと考えています。また彼らが研究した結果を社会実装するのに当社グループのリソース

を活⽤するというメリットがあります。当社グループもエビデンスを得たうえで認知症対策を社会に訴求す

ることができるというメリットがあり相互に強みと弱みを補完しあえる連携となっています。

対談：社会的課題の解決に資する当社グループならではの介護事業
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の早期発⾒への取組みもとても重要です。�

ＡＩについては、介護ケアの電⼦記録でも活⽤が進むでしょう。先⽇損保ジャパン⽇本興亜の総務部の⽅と

対談し、従業員の社宅⼿配業務にＲＰＡ を導⼊したところ、業務時間を従来の約10分の1まで削減できた

というお話を伺いました。介護ケアのデータの記録・⼊⼒や集計・分析にＡＩを活⽤し、ベーシックなケア

プランまではＡＩでも策定できるような⽇本発のスタンダードを、ぜひ早く作っていただきたいですね。

また、損害保険で培ったノウハウを活かし、介護事業者がもつ災害のリスクに対し、どの会社よりも踏み込

んで対応してほしいですね。施設や従業員の安全確保など介護現場のＢＣＰ⼒を⾼めるために、保険を通じ

てリスクマネジメントのプラットフォームを築いていただき、「災害への備えと介護」というシナジーに期

待しています。また、オープンプラットフォーム的な社会的インターフェースは他社にない御社の強みです

ので、ＳＯＭＰＯケアユニバーシティで培ったノウハウを住宅メーカーなどと連携して共有してはどうでし

ょうか。

久⽶ 在宅介護事業も⾏っているので、⼀般家庭で活⽤できるノウハウの展開については今後検討していき

たいと思います。�

また、2017年4⽉から⾼齢者向け介護・ヘルスケア関連サービスを対象としたスタートアップビジネスコ

ンテストを開催しています。⼊賞者がＳＯＭＰＯケアグループの介護サービス現場で実証実験を実施するな

ど、次世代のサービスをスタートアップ企業と共に創り、新たな価値を提供していくよう取り組んでいきま

す。

川北 最後にもう⼀つ、ＳＯＭＰＯケアユニバーシティには政策研究機能も備えてほしいと思います。御社

にしかできないことですので、今後は介護事業者による研究機関として政策提⾔を⾏っていくことを期待し

ます。

久⽶ ありがとうございます。ぜひ検討します。

*2

当社グループ介護事業会社である4社�

ＳＯＭＰＯケアメッセージ株式会社、ＳＯＭＰＯケアネクスト株式会社、株式会社ジャパンケアサービ

スおよび株式会社プランニングケア4�社のことをいう。

*1

ＲＰＡ�

Robotics�Process�Automationの略であり、事務作業等の⾃動化技術のことをいう。

*2
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川北⽒には、2001年以来、当社のＣＳＲコミュニケーションレポート「第三者意⾒」を毎年継続してお寄

せいただいています。当社グループの損保ジャパン⽇本興亜アセットマネジメントのESG投資とその根底に

ある機関投資家としての責任をテーマに、川北⽒と対談し、今後取り組むべき課題を共有しました。（対談

実施⽇：2018年6⽉7⽇）

損保ジャパン⽇本興亜アセットマネジメント株式

会社�

代表取締役社⻑ 社⻑執⾏役員�⼭⼝�裕之

IIHOE［⼈と組織と地球のための国際研究所］�

兼�ソシオ・マネジメント編集発⾏⼈�

川北�秀⼈⽒

⼭⼝ 損保ジャパン⽇本興亜アセットマネジメントは、1986年設⽴で30年以上の歴史がありますが、年⾦

基⾦などのアセットオーナー向けの投資顧問業からスタートした背景があり、従来からＥＳＧ（環境・社

特集２ ESG投資を通じた持続可能な社会・成⻑の
実現

対談：ESG投資を通じた持続可能な社会の実現�

〜持続可能なインベストメント・チェーンを⽬指して〜
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会・ガバナンス）要素を考慮した中⻑期的視点の投資⼿法にこだわり、運⽤商品の提供を⾏ってきました。�

ここ数年の受託資産残⾼を⾒ても、短期的な視点での投資リターンを求める傾向が強いリテールのお客さま

の残⾼は伸び悩んでいる⼀⽅、中⻑期的視点を重視する国内外の機関投資家の皆さまの受託資産は順調に残

⾼を伸ばしています。�

当社は、「⽇本⼀お客さまのことを考える資産運⽤会社」になることを⽬指していますが、これは「お客さ

まの中⻑期的な資産形成に資する最⾼品質の運⽤商品・サービス」を提供していける会社になることと考え

ています。�

経営基本⽅針で掲げる項⽬のなかでは、「サービス品質の追求」に加えて「社会的責任の遂⾏」も特に重視

しています。単に運⽤商品を提供するだけでなく、ＥＳＧ要素を考慮した中⻑期視点での投資を通じて投資

先や社会の課題解決に貢献し、資本市場や社会・経済全体の持続的発展に寄与するという機関投資家として

の社会的責任の遂⾏は、今後ますます重要になってくるのではないでしょうか。

川北 ⽇本⼈が⻑寿になるにつれて、⻑期的な⽬線での資産形成をより重視していく可能性がありますね。

働き続けることや健康と同様に、⻑期的な資産形成のために企業価値を読み解く知識を、30〜40歳代から

⾝に着けられるような教育も⼤切です。

⼭⼝ 私がかつて滞在した⽶国と⽐較すると、個⼈の投資家は、⽇本では短期的な視点で市場を判断し、投

資活動を⾏う傾向が強いと感じます。たとえば⽶国では親が⼦どもに「株を買うことは企業の経営に参画す

ること」と教育していることが多く、⼦どものうちから株式の投資先企業に興味を持ってもらうことで、中

⻑期にわたり株式を保有し続けるようになると⾔われています。⼀⽅で⽇本の個⼈投資家は、まだ「株価だ

けに着⽬した株式売買」という「投機⽬的」になっていることが多いように思います。

川北 御社にはそのマインドを変えていくような、価値創出志向の発信を強く期待します。�

私は、スチュワードシップコード改訂 の頃から、企業の担当役員に対して「社会と⾃社の持続可能性の向

上に向けた価値創造ストーリーを、どう考えているか？」とたずねています。御社でも投資先企業との対話

において、環境・社会的観点からの価値創出について掘り下げていただきたいと思います。⾼齢化も⼈⼝減

少も続く2020年代の市場構成を考える上で、⽇本を「課題だらけ」と考えるか、「課題解決への挑みがい

のある国」と捉えるかによって、価値創出は変わってきます。またその価値創出を、どのように市場へ発信

していくかが⼤事だと思います。

川北 今年は世界の主要メディアをはじめ国連なども、プラスチックによる環境汚染を重要視しています。

こういった課題を解決するような商品開発をした企業をアセットマネジメント会社が⾼く評価し、それに連

動して株価が⾼くなるというファクトがあるといいのですが。

⼭⼝ ⽇本の企業も、ＥＳＧの要素が企業の価値創造にどうつながっているのかを意識して情報発信してい

けば、株価に対する影響⼒も強くなると思います。今後さらに企業のIR担当者の説明能⼒が重要になってく

るのではないでしょうか。

⼭⼝ 私は超過収益 というのは、運⽤会社が直接作りだすものではなく、投資先企業の市場価格が本来の

投資価値に収束する過程で発⽣すると捉えています。従って、運⽤会社は、インベストメントチェーンの中

でお客さまと企業の橋渡しをしているに過ぎません。⼀⽅で、投資先企業の投資価値を評価するには、企業

のESG要素を適切に反映させる必要があります。例えばCO2削減を掲げている投資先企業があれば、当社で

は先⽅のIR担当者に対して「CO2の削減がどれだけ企業価値の創造に繋がっていくのか、企業のＫＰＩ（業

績評価）達成のためどのくらいの影響があるのか」問うようにしています。

*1

*2
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川北 今⽇はＳＯＭＰＯホールディングスグループの機関投資家としての取組をうかがえて良かったです。

御社にはぜひ、投資先にＥＳＧへの取り組みを促すとともに、⻑期視点で企業価値を判断できる投資家を増

やせるよう、情報発信を期待します。

スチュワードシップコード改訂�

2017年5⽉に⾦融庁から公表された『「責任ある機関投資家」の諸原則≪⽇本版スチュワードシップ・

コード≫』改訂のことをさす。

*1

超過収益�

ベンチマークを上回る収益のことをさす。

*2
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頻発する⾃然災害や異常気象など、気候変動が社会に与える影響が拡がっています。こうした状況のなか、

2015年12⽉には国連気候変動枠組条約第21回締約国会議(COP21)においてパリ協定が採択されました。

2015年9⽉に発⾏された、世界で顕在化しているさまざまな社会的課題の解決に向けた国際合意である「持

続可能な開発⽬標（SDGs）」の⽬標13においても、「気候変動とその影響に⽴ち向かうため、緊急対策を

取る」ことが掲げられており、さまざまな主体が協働して取り組むことが重要です。�

これまで気候変動に関しては、温室効果ガスを削減し、気候変動の進⾏を「緩和」する取組みが主に進めら

れてきました。しかしながら、これまで排出してきた温室効果ガスの影響は避けられないため、⾃然災害の

増⼤、⽔資源の減少等の影響を低減し、気候変動へ「適応」する取組みの必要性が⾼まっています。特に、

企業による適応の取組みや、先進国による途上国⽀援を加速していくことが求められています。

気候変動による⾃然災害の増加は、当社グループの中核事業の⼀つである保険事業において、お⽀払いする

保険⾦の増加、それに伴う保険料の上昇といった影響が⽣じる恐れがあり、安定して保険を提供することが

難しくなる可能性があります。⼀⽅、このようなリスクに対する商品・サービスへのニーズの⾼まりは、新

しい保険マーケットの創出や拡⼤につながる可能性があります。�

当社グループは、「安⼼・安全・健康」を提供する企業グループとして、グループＣＳＲビジョン、グルー

プ環境ポリシー、グループＣＳＲ調達ポリシーを定め、気候変動への取組みに努めます。そのうえで、グル

ープＣＳＲ重点課題３「地球環境問題への対応」に掲げているとおり、気候変動への適応と緩和にバリュー

チェーン全体で対処し、新しいソリューションを提供することで、持続可能な社会の実現に貢献していきま

す。

当社グループの気候変動対策のあゆみ

気候変動の「緩和」について、当社グループでは、1997年に国内⾦融機関で初めてISO14001（環境マネ

ジメントシステム）認証を取得以降、PDCAサイクルを通じた⾃社の省エネ・省資源の取組み、環境に配慮

した調達などの取組みを展開しています。1998年には、グループに蓄積された経験・ノウハウを活かし、

環境マネジメントシステム構築⽀援のためのコンサルティングサービスの提供をはじめました。GHG排出量

については、2013年より、「グループ全体で2020年度までに2002年度⽐40％削減、2050年度までに

70％削減」という排出量削減の中⻑期⽬標を設定し、省エネ・省資源の取組みを展開するとともに、バリ

特集３ 気候変動へ向けた取組み

深刻化する気候変動問題

ＳＯＭＰＯホールディングスグループの気候変動への「適応」と「緩

和」

グループＣＳＲ重点課題３「地球環境問題への対応」
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ューチェーン全体の環境負荷低減に努めてきました。その結果、2016年度に2020年までの⽬標を達成した

ことから、2018年度より、「グループ全体で2030年度までに2017年度⽐21％削減、2050年度までに

51％削減」という新たな中⻑期削減⽬標を設定し、さらなる気候変動の「緩和」へ取り組んでいます。�

気候変動の「適応」については、業界内で先駆けて取組みを開始しており、2007年から、国際協⼒銀⾏

（JBIC）などとともに、気候変動に対応するリスクファイナンス⼿法の研究を進めてきました。その成果を

活かし、2010年から、タイ東北部において『天候インデックス保険』の提供を開始しています。現在は、

対象地域をフィリピン、インドネシア、ミャンマーまで拡げ、2025年までに、東南アジアにおいて、3万軒

の農家に『天候インデックス保険』を提供することを⽬標に取り組んでいます。また、気候変動により増加

する⾃然災害へのリスク評価⼿法の開発を研究機関と連携して進めており、⽇本およびアジア諸国における

洪⽔リスク評価モデルの開発など、新たなソリューションの提供に努めています。

天候インデックス保険�ヒアリングサーベイの様⼦

気候変動の適応に資する商品・サービスの具体的な取組み

損保ジャパン⽇本興亜アセットマネジメントは、環境対策に積極的に取り組む企業に投資を⾏う投資信託

「エコファンド」を提供しています。『損保ジャパン・グリーンオープン（愛称：ぶなの森）』は、1999

年9⽉に運⽤を開始した国内エコファンドの先駆け的な存在です。その純資産残⾼は約273億円（2018年4

⽉末時点）と国内のSRI公募投信では最⼤級の残⾼⽔準を有しています。環境問題に積極的に取り組む企業

に投資することにより、投資家の資⾦が間接的に環境保全に貢献することが期待されます。また、『ぶなの
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森』では、投資家への環境情報の発信や、投資対象企業への環境経営度調査のフィードバックを通じて、環

境コミュニケーションの充実を図っています。�

エコファンドに加えて、「ESG（環境・社会・ガバナンス）」⾯の評価の⾼い企業に投資するSRIファンド

も、個⼈投資家、適格機関投資家のニーズに合わせながら提供しています。

その他、主な当社グループの気候変動対策に資する商品・サービスの具体的な取組みについては、以下をご

覧ください。

バリューチェーンを通じた気候変動の緩和策の具体的な取組み

当社はパリ協定の「２℃⽬標」達成に賛同する世界的なイニシアチブ：SBT(Science�Based�Targets)にコ

ミットしており、新たな中⻑期のGHG排出量削減⽬標はSBT推奨の削減⽔準としています。GHG排出量の

算定対象とする活動には、ガソリンなどの使⽤による直接排出（スコープ1）、電⼒や熱の使⽤による間接

排出（スコープ2）に加え、営業・出張、紙・印刷の使⽤、物流、廃棄などの事業活動に伴う間接排出（ス

コープ3）も含めています。�

2017年度は、LED等の⾼効率機器の導⼊、商品・サービスおよび社内事務でのペーパーレス化推進等によ

り、GHG排出量は前年度⽐4.6.％減（Sompo�International⼦会社化による純増を除く）、紙使⽤量は前年

東南アジアでの天候インデックス保険の提供

⽇本およびアジア諸国における洪⽔リスク評価⼿法の開発

再⽣可能エネルギーの普及・拡⼤を後押しする保険商品の提供
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度⽐12.9％減となりました。�

国内グループ会社等28社を対象としたＣＳＲマネジメントシステムの運⽤により、2018年1⽉に

ISO14001を継続取得しており、今後もグループ全体での取組みを加速させていきます。

《当社グループの新たな中⻑期のGHG排出量削減⽬標》

2017年度⽐�2030年度21％減、2050年度51％減

その他、バリューチェーンを通じた気候変動の緩和策の具体的な取組みは以下をご覧ください。

取引先と連携した環境・社会的責任の取組み

全国に広がる代理店と連携した環境負荷低減の推進

紙使⽤量削減の取組み
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リスクマネジメント体制

当社は、取締役会が定める「グループＥＲＭ基本⽅針」に基づいたリスクマネジメント体制を構築していま

す。�

グループベースで実施するリスクアセスメントを起点に、気候変動を含むグループを取り巻くリスクを網羅

的に把握し、対応することができるよう、強固なリスクコントロールシステムを構築し、運営しています。

グループに重⼤な影響を及ぼす可能性があるリスクを「トップリスク」と定義し、リスクオーナー（役員ク

ラス）を定め、対応策の実施、進捗状況の管理に対する責任を明確にしています。�

また、グループの経営に重⼤な影響を及ぼし得る事象を適確に把握・管理するために、グループベースでシ

ナリオ・ストレステスト、リバース・ストレステストおよび感応度分析を実施し、資本およびリスクへの影

響度を分析して、必要に応じ対応策を実施する態勢を整備しています。

当社グループでは、研究機関や⾏政機関と協働し、気候変動リスクなどに関する研究会を開催しています。

また、その成果を活かし、適応の実践事例や適応策推進に向けた提⾔をまとめた書籍の出版や、市⺠向けの

シンポジウムの開催など、気候変動問題の解決に資する情報を、社会へ広く発信しています。

『気候変動リスクとどう向き合うか－企業・⾏政・市⺠の賢い適応』�

気候変動の影響などにかかわる知⾒や課題、推進のための理論、豊富な実践事例や適応策の推進に向けた提⾔を掲載

ＳＯＭＰＯホールディングスグループの気候変動リスクへの対応

研究活動を通じた社会へ向けた発信
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イニシアティブや国際会議を通じたリーダーシップ

気候変動問題を解決するには、さまざまな主体が連携して取り組むことが重要です。国内外のさまざまなイ

ニシアティブや国際会議において気候変動対策が議論されるなか、当社グループは率先してイニシアティブ

などに参画し、主導的役割を担うよう努めています。�

主な取組みを紹介します。

ＣＤＰ（気候変動）への参画およびＴＣＦＤへの賛同表明

世界の機関投資家が、企業に気候変動への戦略や温室効果ガス排出量の公表を要請するプロジェクト

「CDP」において、2005年から損保ジャパン⽇本興亜は機関投資家として参画しています。また当社グル

ープは、回答企業として、気候変動質問書2016および2017にて2年連続Aリストに選定され、国内外の⾦

融機関で最⾼ランクを獲得しています。�

当社グループは、2017年6⽉の気候関連財務情報開⽰開⽰タスクフォース（TCFD）提⾔報告を受け、

TCFDへの賛同を表明するとともに、UNEP�FI（国連環境計画・⾦融イニシアティブ）のTCFD保険ワーキ

ンググループに参画し、保険業に於けるTCFDのスタンダード策定に取り組んでいます。

モントリオール・カーボン・プレッジへの署名

損保ジャパン⽇本興亜アセットマネジメントは、2017年9⽉、モントリオール･カーボン･プレッジに賛同表

明の署名をしました。�

モントリオール・カーボン・プレッジとは、2014年9⽉にカナダのモントリオールで開催されたPRIの年次

総会にて採択された、温室効果ガス削減に向けた取り組みです。�

署名機関は、保有する⼀部または全ての株式ポートフォリオの温室効果ガス排出量を把握したうえで、開⽰

を⾏うことが要請されており、同社は定期的にファンドの温室効果ガス排出量を公表しています。

気候変動対策へ向けたリーダーシップ

TCFD賛同企業・団体⼀覧
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パリ協定「２℃⽬標」達成へ向けたイニシアティブ参画

当社グループは、2017年に環境省が主導するSBT（Science�Based�Targets:科学と整合した⽬標設定）策

定⽀援事業に参画しました。2018年には、SBTiへのコミットメントレターを提出するとともに、⾦融セク

ターガイダンス策定への参画を表明しました。また、2018年度より、SBTi(パリ協定に整合した意欲的な

⽬標を設定する企業を認定する国際イニシアティブ)の推奨する削減⽔準に基づき、2030年、2050年をタ

ーゲットとする中⻑期GHG削減⽬標を新たに設定しました。

2018年7⽉に、気候変動対策に積極的に取り組む企業や⾃治体、NGOなどの情報発信や意⾒交換を強化す

るため、ネットワーク組織「気候変動イニシアティブ」が設⽴されました。当社グループは、当該イニシア

ティブの趣旨へ賛同し、設⽴メンバーとして参加しています。

Caring�for�Climateへの参画

国連グローバル・コンパクト（UNGC）、国連環境計画（UNEP）、

国連気候変動枠組条約（UNFCCC）が設⽴した気候変動への企業の

役割向上を⽬指すイニシアティブ「Caring�for�Climate」において、

損保ジャパン⽇本興亜ＣＳＲ室シニア・アドバイザーの関正雄が運営

委員会メンバーとなっています。

ＣＯＰ（気候変動枠組条締約国会議）への参画・発信

2016年11⽉にモロッコのマラケシュで開催された気候変動枠組条約第22回締約国会議（COP22）のサイ

ドイベントとして環境省が主催した、適応への⽇本企業の貢献に焦点を当てたセッションにおいて、損保ジ

ャパン⽇本興亜ＣＳＲ室シニア・アドバイザーの関正雄が登壇しました。また、COP22の会期中に開催さ

れたCaring�for�ClimateのHigh-Level�Meeting�on�Climate�Changeに、運営委員会メンバーとして参画

しました。2017年11⽉にドイツのボンで開催されたCOP23のサイドイベント（JICA主催）において、Ｓ

ＯＭＰＯリスケアマネジメントRM事業本部特命部⻑の福渡潔が「気候変動適応策としての農業保険と官⺠

パートナーシップ」を題材に登壇しました。

*

⾦融セクターにおけるSBT認証のためのガイダンスは開発中であり、SBTiによる認証は得られない。

（2018年7⽉時点）

*

⽇本気候変動イニシアティブ

Caring�for�Climate
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当グループは、継続的な改善を図っていくため実効性のあるＣＳＲ推進体制を構築し運⽤しています。ま

た、グループ各社における好取組みの共有・進捗確認、昨今関⼼が⾼まっているＥＳＧ（環境・社会・ガバ

ナンス）を中⼼とした⾮財務⾯の取組みへの対応およびグループ全体のＣＳＲの取組みの底上げを図ること

を⽬的として、グループ会社横断の「グループＣＳＲ推進本部」を設け、役員レベルでのＣＳＲの意識づけ

を⾼めると共に、定期的に当社経営会議や取締役会で協議、報告しています。

当グループは、1997年から認証取得しているISO14001のPDCAサイクルを活⽤した実効性のある環境マ

ネジメントで定着している仕組みをベースにＣＳＲ全般を対象としたマネジメントシステムを構築していま

す。グループ各社では、社⻑またはＣＳＲ担当役員がＣＳＲ地区統括責任者を務め、そのもとにＣＳＲ管理

責任者、ＣＳＲリーダーを配置する体制としています。また、すべての職場にＣＳＲチェッカーという推進

担当を配置することで、各職場における取組みの活性化、ボトムアップによる⾃律的な取組み強化を⽬指し

ています。現在、ＣＳＲチェッカーなどＣＳＲ推進担当はグループ全体で2,881名（2018年5⽉時点）とな

っており、各職場の特性に応じた取組みが展開されています。各職場では、毎年「ＣＳＲ実施計画表」を策

定し、年初実施計画、上半期総括、年度末総括を⾏い、PDCAを回すことで、取組みの改善・加速につなげ

ています。さらに、対話重視の内部監査を実施することで、各職場の特性に応じたＣＳＲを推進するよう働

きかけています。これらＣＳＲの取組みの運⽤・管理状況については、定期的に経営のレビューを受ける仕

組みとしています。�

また､グループ社員を対象としたISO26000、ＳＤＧｓ、ＥＳＧに関する情報などを盛り込んだ独⾃の教材

にもとづく研修や、執⾏役員・新任部店⻑・新⼊職員などを対象とした階層別ＣＳＲ研修を実施するととも

に、毎年、ＣＳＲの有識者を招き、商品開発部⾨や経営管理部⾨の部署等とのダイアログを開催するなど、

グループのＣＳＲマインドの向上を図っています。�

海外拠点においては、ＣＳＲミーティングを実施するなど、ＣＳＲに取り組む意義、地域における課題や今

後のビジョンについて情報交換をすることで、ＣＳＲのグループ浸透につなげています。また、海外グルー

プ会社代表者が集まる研修などでＣＳＲの最新動向を共有しています。

マネジメント体制

グループ全体での推進（グループＣＳＲ推進本部）

継続的な改善のためのＰＤＣＡサイクル（各社の推進体制）

グループ全体の主要なＥＳＧデータ

ステークホルダー・エンゲージメント
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2016年4⽉、当社は、国際社会の動向などをふまえてグループCSR重点課題を⾒直しました。経営理念で

ある「安⼼・安全・健康」に資する最⾼品質のサービスを提供し、社会に貢献するため、5つの重点課題を

特定しました。また、重点課題に取り組むにあたって、当社グループの強みを活かすアプローチ⽅法として

3つを特定しました。さらに、新たな重点課題に即したグループCSR－KPI（重要業績評価指標）を策定し

たうえで、PDCAを通じた取組みを推進し、パフォーマンスの向上を⽬指しています。

グループＣＳＲ重点課題

特定プロセスとＣＳＲ－ＫＰＩ

グループCSR重点課題の特定プロセス グループCSR－KPI（重要業績評価指標）
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2016年４⽉、当社は、国際社会の動向などをふまえてグループＣＳＲ重点課題を⾒直しました。さらに、

新たな重点課題に即したグループCSR-KPI（重要業績評価指標）を策定したうえで、PDCAを通じた取組み

を推進し、パフォーマンスの向上を⽬指しています。

2010年4⽉、損保ジャパン（当時）と⽇本興亜損保（当時）が経営統合して設⽴した共同持株会社「ＳＯ

ＭＰＯホールディングス（当時：NKSJホールディングス）」の発⾜と同時に、それまでの両社の取組みを

活かし、「グループＣＳＲビジョン（当時：ＣＳＲ基本⽅針）」を策定しました。ＣＳＲ基本⽅針のもと、

2011〜2012年度にかけて、グループのＣＳＲ重点課題を特定し、2013〜2014年度にはグループCSR-

KPIを策定してグループをあげて取組みを推進してきました。

グループＣＳＲ重点課題の特定プロセス

ホールディングス設⽴以降のＣＳＲ推進プロセス
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2015年9⽉、2030年に向けた「持続可能な開発のための⽬標（Sustainable�Development

Goals;SDGs）」が国連サミットで採択されました。同年12⽉には、国連気候変動枠組条約第21回締約国

会議（COP21）での「パリ協定」が採択されるなど、2015年はサステナビリティに関する国際合意が議論

された重要な年となりました。また、当グループは、2016年度から「安⼼・安全・健康」をテーマとする

サービス産業への構造転換を⽬指す新中期経営計画（2016〜2020年度）をスタートしました。このような

国際動向や当グループの環境変化をふまえ、サステナブルな社会の実現に向けたより⼀層の貢献とグループ

の成⻑の双⽅の実現を⽬指し、重点課題を⾒直しました。

STEP�1�各種ガイドラインなどによる分析

ＣＳＲの課題がグローバルに影響し、国際的な対応が求められるなか、さまざまな国際的なガイドラインや

フレームワークが策定されています。当グループはグローバルに事業活動を展開するうえで、これらを理解

し、活⽤していくことが重要と考えています。�

当社は、2011〜2012年度のグループＣＳＲ重点課題の策定の際に実施したISO�26000によるマテリアリ

ティ分析のマッピングに加え、SDGs、GRI「サステナビリティ・レポーティング・ガイドライン（第4

版）」、国連「ビジネスと⼈権に関する指導原則（ラギー・フレームワーク）」など、社会的責任にかかわ

る国際的なガイドラインをふまえ、「ステークホルダーへの影響度」および「当グループにとっての重要

度」の2つを座標軸としてマッピングし、優先順位の⾼い項⽬を絞り込みました。

重点課題を⾒直した背景と経緯

重点課題を⾒直した4つのステップ
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図1�マッピング

STEP�2�マルチステークホルダーとのダイアログ

ステークホルダー・エンゲージメントは、社会的課題を認識し、信頼と協働関係の構築を通じて、より⼤き

な成果を⽣み出すための重要な取組みであると考えています。重点課題の⾒直しにおいても、「ＣＳＲの有

識者・国際機関」「ESG投資専⾨家」「⾏政」「NPO/NGO」「消費者」「代理店」「社外取締役」「労働

組合」の16機関・団体の幅広いステークホルダーと意⾒交換を⾏いました。

STEP3�グループ内エンゲージメント

グループ全体でＣＳＲを推進するにあたり、ステークホルダーからのご意⾒をふまえ、グループ会社横断の

「グループＣＳＲ推進本部」、当社経営会議、取締役への説明会などで議論を⾏いました。

ステークホルダー・エンゲージメント

グループＣＳＲ推進本部（マネジメント体制）

23

https://www.sompo-hd.com/csr/engagements/
https://www.sompo-hd.com/csr/system/promotion/


STEP4�項⽬の決定、取組み推進

STEP1からSTEP3のプロセスを経て、新たな重点課題を決定しました。グループＣＳＲ重点課題に即した

グループCSR-KPIを策定し、グループのＣＳＲ推進体制におけるPDCAサイクルを通じて社会的課題の解決

に資する取組みを推進することで、サステナブルな社会の実現に向けて貢献していきます。�

また、グループCSR-KPIにもとづいた取組状況は、定期的に当社経営会議で報告しています。�

さらに、今後とも国際社会の最新動向や当社グループの事業環境の変化などをふまえ、必要に応じて重点課

題の⾒直しを⾏います。

グループCSR-KPI（重要業績評価指標）

グループＣＳＲ推進本部（マネジメント体制）
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Providing�Solutions�for�Disaster�Preparedness

防災・減災に資する商品・サービスなどの提供やさまざまな組織との協働プロジェクトを展開し、⼈々が安

⼼・安全に暮らせる社会の実現に貢献している。

世界の交通事故死亡者の状況

世界保健機構（ＷＨＯ）によると、2013年の世界の交通事故による死者は約125万⼈でした。うち、発展

途上国は世界全体の⾃動⾞の54%しか保有していないにもかかわらず、90%の交通事故死者が集中していま

す。また、世界全体の15－29歳の死因の第1位は交通事故です。持続可能な開発⽬標（ＳＤＧｓ）では、

17の⽬標のうちの⽬標3「あらゆる年齢のすべての⼈々の健康的な⽣活を確保し、福祉を促進する」のなか

で「2020年までに、世界の道路交通事故による死傷者を半減させる」というターゲットを掲げています。

重点課題1 防災・減災への取組み

⽬指す姿

ＦＡＣＴ
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交通事故や⼤規模⾃然災害の発⽣・増加、テロやサイバー攻撃などの新たなリスクの増⼤は、当社グループ

の中核事業の⼀つである保険事業にとって、お⽀払いする保険⾦の増加、それに伴う保険料の上昇といった

影響を及ぼしかねず、安定して保険を提供することが難しくなる可能性があります。⼀⽅、当社グループ

は、「安⼼・安全・健康」を提供する企業グループとして、保険商品に加えて、個⼈にも社会にも多⼤な損

害を与える災害や事故を未然に防ぐさまざまなサービスを提供することも重要な使命であり、このようなリ

スクへのニーズの⾼まりを事業機会ととらえています。�

当社グループは、⻑年にわたって蓄積された膨⼤な事故データ（ビッグデータ）を解析し、安定的な保険を

提供し、新商品・サービスの開発につなげています。また、リスクを定量化するノウハウを活⽤して、事故

の予防や災害による被害の軽減策の提供に取り組んでいます。今後とも多様化するリスクを予防、軽減させ

るような幅広いサービスを提供し、また、交通事故や⾃然災害の多い開発途上国などと防災・減災のノウハ

ウを共有することで、サステナブルな社会づくりに貢献していきます。

当社グループは、グループ会社横断の「グループＣＳＲ推進本部」を設置しています。当社グループＣＢＯ

（Group�Chief�Brand�Officer）が本部⻑、グループ会社ＣＳＲ担当役員がメンバーとなり、グループのＣ

ＳＲ施策の検討・協議、進捗の確認などを⾏っています。本部での取組みは、定期的に経営会議や取締役会

で協議、報告しています。

基本的な考え⽅・⽅針（Our�Action）

マネジメント体制
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2018年度に設定した【重点課題１】に関するＣＳＲ－ＫＰＩは以下のとおりです。�

各項⽬のバウンダリー（影響範囲）は、グループ全体です。

グループＣＳＲ－ＫＰＩ（重要業績評価指標）2018年度⽬標�【重点課題１】

指 標 2018年度⽬標

企業価値向上の側⾯

A B C D

防災・減災に資する商品・サービスの開発・提供
継続的な商品・サービスの�

開発・提供
○ ○ ○ ○

NPO/NGO等と連携した防災・減災に資する地域

貢献活動への参加⼈数�

�

＜取組みの狙い＞�

防災教育の普及により、多くの⼈々の防災に対す

る意識向上と正しい知識習得を促し、�

災害ならびに⼆次災害等の発⽣減少につなげる。

16,000⼈�

�

（2017年度 14,836⼈）

○ ○

A トップライン・運⽤収益の拡⼤�

B コスト削減や⽀払い保険⾦の圧縮（将来的な保険料値下げの原資）�

C 社会から認知・信頼されることによるブランド向上�

D 組織の強化、社員ロイヤリティ向上

2018年度ＣＳＲ－ＫＰＩ（全体）および2017年度の実績は以下のとおりです。

⽬標と実績

グループＣＳＲ－ＫＰＩ（重要業績評価指標）
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重点課題に取り組むにあたって、当社グループの強みを⽣かすアプローチとして３つを特定しています。以

下に、３つの重点アプローチと本重点課題に取り組むにあたっての取組み⽅針を紹介します。

３つの重点アプローチ 重点課題１での取組み⽅針

[1]商品・サービス

⾦融機関やデジタル技

術などを活かした⾰新

的な商品・サービスの

提供

⾃動⾞保険をはじめとする、⻑年にわたって蓄積

された膨⼤な事故データなどのビッグデータをフ

ル活⽤し、防災・減災に向けた⾰新的な商品・サ

ービスを提供していく。

[2]連携

⼈材育成を意識した

NPO/NGOなどをはじ

めとするさまざまなス

テークホルダーとの連

携

データサイエンティストなど、今後のデジタル戦

略の将来を担う⼈材を早期に発掘・育成するた

め、さまざまなステークホルダーと連携のうえ、

ビッグデータ・ＡＩ活⽤⼈材の養成機関設⽴など

積極的な取組みを継続的に実施していく。

[3]⽂化・芸術

継続的に⽀援し、培っ

てきた⽂化・芸術を通

じた取組み

多様性あるアートの価値観を活かし、多様な⼈々

が共⽣できる社会環境の創出を⽬指す取組みを通

じて、⼦どもや⾼齢者など災害時に社会的弱者と

なりやすい⽅を含む市⺠⼀⼈ひとりの社会参加の

機会を増やすような視点を、商品・サービスの開

発、提供、防災教育プロジェクトの運営等へ活か

していく。

2016年4⽉に公表した「グループＣＳＲ重点課題」の⾒直しのプロセスにおいて、ダイアログを⾏ったステ

ークホルダーの皆さまからいただいたご意⾒と、当社の対応を紹介します。

ステークホルダーからのご意⾒�

※（ ）内はステークホルダーカテゴリ
当社の対応、今後の課題

防災・減災の取組みはＳＯＭＰＯホール

ディングスにとって最も重要な課題だろ

う。（ＣＳＲの有識者）

防災・減災に資する商品・サービス開発、提供に継続的に取

り組んでいるとともに、リスクに対する意識を⾼める啓発活

動（防災教育の普及啓発『防災ジャパンダプロジェクト』

等）にも取り組んでいる。

３つの重点アプローチ

ステークホルダーからのご意⾒
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ステークホルダーからのご意⾒�

※（ ）内はステークホルダーカテゴリ
当社の対応、今後の課題

災害リスクを社会全体でカバーするため

の重要な主体として、期待している。

（⾏政）

⼤規模な災害リスクをカバーするには、さまざまなステーク

ホルダーが協働して取り組むことも重要である。引き続き、

災害に対応する保険、防災・減災に資する商品・サービスの

開発、提供に努めるとともに、さまざまなステークホルダー

との協働を進めていく。

地域での防災の意識啓発の取組みを期待

している。（⾏政）

防災の意識啓発を⾼めるための防災教育プロジェクト『防災

ジャパンダプロジェクト』をはじめとし、地域社会全体の防

災意識の向上に資する取組みを進めていく。

⼈⼝集中に伴う「都市化」の問題に伴

い、交通渋滞、災害時にパニック状態に

陥る危険性などの新たな社会的課題が出

てきている。そういった状況での防災・

減災をどう考えるかの視点も重要であ

る。（NPO/NGO）

震災などで⾃宅に帰れなくなった帰宅困難者の受け⼊れ施設

の確保にあたる⾃治体向けの「帰宅困難者対策保険」を開発

しているが、防災・減災に資する商品・サービスの開発、防

災教育プロジェクト等の視点のなかで都市化の問題を意識し

て取り組んでいく必要がある。

ビッグデータ解析などのデジタル技術をさらに活⽤し、防災・減災に資する⾰新的な商品・サービスの開

発・提供に継続的に取り組んでいきます。また、これまで蓄積してきた防災・減災の取組みのノウハウを、

グローバルレベルでの課題解決に役⽴てるよう、NPO/NGOなどをはじめとするステークホルダーと連携し

て、さまざまなプロジェクトを展開していきます。さらに、それらのプロジェクトのインパクトにも着⽬

し、効果の分析・測定に取り組むことで、さらなる改善や展開を⽬指していきます。

グループＣＳＲ重点課題の策定プロセス

課題と今後に向けて
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Contributing�to�Health�and�Welfare

質の⾼い介護・ヘルスケアサービスなどの提供や健康・福祉の増進に資するプロジェクトを展開し、あらゆ

る⼈々がよりよく⽣活できる社会の実現に貢献している。

世界の⾼齢化率の推移

先進諸国の⾼齢化率を⽐較すると、⽇本は1980年代までは下位、90年代にはほぼ中位でしたが、2005年

には世界で最も⾼い⽔準となり、世界に例をみない速度で⾼齢化が進⾏しています。�

地域別に⾼齢化率の今後の推移をみると、これまで⾼齢化が進⾏してきた先進地域はもとより、開発途上地

域においても、⾼齢化が急速に進展すると⾒込まれています。

重点課題2 健康・福祉への貢献

⽬指す姿

ＦＡＣＴ

*

⾼齢化率・・・65歳以上⼈⼝が総⼈⼝に占める割合。*
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⽇本において急激に進展している超⾼齢社会に対し、今後、⽣命保険や医療・介護保険分野での⽀払保険⾦

の増加や介護サービス⼈材の不⾜など、豊かな⻑寿国⽇本の実現を⽬指す当社グループにおいても多くの課

題が⼭積しています。⼀⽅、当社グループはこのようなリスクに対する商品・サービスへのニーズの⾼まり

を「安⼼・安全・健康」を提供する企業グループとしての事業機会ととらえています。�

当社グループは、超⾼齢社会により発⽣する様々なリスクを踏まえ、「世界に誇れる豊かな⻑寿国⽇本」の

実現に向け、最⾼品質の介護サービスの提供を通じて、「安⼼・安全・健康」のブランドを早期に構築し、

⽇本で最も信頼される介護事業者を⽬指します。また、健康寿命の延伸に向け、企業の健康への取組みにつ

いて、健康経営推進、メンタルヘルス対策、⽣活習慣病対策などを⽀援するサービスを提供することによ

り、お客さまの「安⼼・安全・健康」への取組みを⽀援していきます。�

さらに、健康・福祉の取組みのノウハウを活⽤し、NPO/NGOなどをはじめとしたステークホルダーと連携

したうえで、開発途上国を含めたさまざまな地域の課題解決に資するプロジェクトを展開し、サステナブル

な社会づくりへ貢献していきます。

当社グループは、グループ会社横断の「グループＣＳＲ推進本部」を設置しています。当社グループＣＢＯ

（Group�Chief�Brand�Officer）が本部⻑、グループ会社ＣＳＲ担当役員がメンバーとなり、グループのＣ

ＳＲ施策の検討・協議、進捗の確認などを⾏っています。本部での取組みは、定期的に経営会議や取締役会

で協議、報告しています。

基本的な考え⽅・⽅針（Our�Action）

マネジメント体制
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2018年度に設定した【重点課題２】に関するＣＳＲ－ＫＰＩは以下のとおりです。�

各項⽬のバウンダリー（影響範囲）は、グループ全体です。

グループＣＳＲ－ＫＰＩ（重要業績評価指標）2018年度⽬標【重点課題２】

指 標 2018年度⽬標

企業価値向上の側⾯

A B C D

健康・福祉の増進に資する商品・サービスの

開発・提供

継続的な商品・サービスの�

開発・提供
○ ○ ○ ○

社員への健康増進の取組み
継続的な社員への健康増進の�

取組みの実施
○ ○

健康・福祉に関する教育機会への参加⼈数 �

�

＜取組みの狙い＞�

介護事業を⾏うグループとして、⾼齢社会で

増加する認知症への正しい知識と理解を持

ち、�

適切な対応ができる⼈材育成を通じて、事業

の促進ならびに社会貢献を⾏う。�

累計 11,000⼈�

�

（2017年度末累計 7,672⼈）

○ ○

⽬標と実績

*1

グループ社員および代理店従業員の

合計⼈数

*1

32



Ａ トップライン・運⽤収益の拡⼤�

Ｂ コスト削減や⽀払い保険⾦の圧縮（将来的な保険料値下げの原資）�

Ｃ 社会から認知・信頼されることによるブランド向上�

Ｄ 組織の強化、社員ロイヤリティ向上

2018年度ＣＳＲ－ＫＰＩ（全体）および2017年度の実績は以下のとおりです。

重点課題に取り組むにあたって、当社グループの強みを⽣かすアプローチとして３つを特定しています。以

下に、３つの重点アプローチと本重点課題に取り組むにあたっての取組み⽅針を紹介します。

３つの重点アプローチ 重点課題２での取組み⽅針

[1]商品・サービス

⾦融機関やデジタル技

術などを活かした⾰新

的な商品・サービスの

提供

グループの総合⼒を発揮した、最先端のＩＣＴ・

デジタル技術の調査・研究を継続し、⾰新的なサ

ービス品質と⽣産性を実現していく。

[2]連携

⼈材育成を意識した

NPO/NGOなどをはじ

めとするさまざまなス

テークホルダーとの連

携

特に、介護サービスの提供にあたり⼗分な⼈材を

計画的に採⽤する体制を整えるとともに、専⾨設

備を備えた研修センターの開設など、教育・研修

に注⼒し、ケアのレベル向上に取り組む。また、

介護職員の離職問題に対しては段階的な処遇改善

を含めた施策を検討し、質の⾼いサービスを継続

的に提供できるよう⼈材の充実に努めていく。

[3]⽂化・芸術

継続的に⽀援し、培っ

てきた⽂化・芸術を通

じた取組み

多様性あるアートの価値観を社会に活かし、社会

的包摂に寄与する⼈材の輩出と多様な⼈々が共⽣

できる社会環境の創出を⽬指す取組みを通じて、

⾼齢者や障がい者の⽅などの社会的弱者を含む市

⺠⼀⼈ひとりの社会参加の機会を増やすととも

に、商品・サービスの開発、提供、健康・福祉プ

ロジェクト等の運営へ活かし、「⼼の豊かさ」へ

貢献していく。

グループＣＳＲ－ＫＰＩ（重要業績評価指標）

３つの重点アプローチ

33

https://www.sompo-hd.com/csr/materiality/kpi/


2016年4⽉に公表した「グループＣＳＲ重点課題」の⾒直しのプロセスにおいて、ダイアログを⾏ったステ

ークホルダーの皆さまからいただいたご意⾒と、当社の対応を紹介します。

ステークホルダーからのご意⾒�

※（ ）内はステークホルダーカテゴリ
当社の対応、今後の課題

⽇本は世界⼀の⾼齢社会であるため、⽇

本の取組みやノウハウは、将来的にグロ

ーバルな⾼齢化の課題解決に貢献できる

のではないか。（ＥＳＧ投資専⾨家）

介護・ヘルスケア事業において、まずは⽇本国内でのノウハ

ウを蓄積している。今後⾼齢化が進む国・地域を中⼼に活か

していくことで、グローバルな課題解決に寄与していく。

2011年3⽉の東⽇本⼤震災発⽣後のス

ピーディな保険⾦⽀払いの取組みのよう

に、健康・福祉の分野でもステークホル

ダーの期待に的確に応える取組みを進め

てほしい（ＥＳＧ投資専⾨家）。

健康・福祉分野にかかわる多様なステークホルダーとの対話

や産学連携プロジェクト等を進めている。また、対話やプロ

ジェクトを通じて浮き彫りとなった社会的課題の解決に向け

た商品・サービスの開発、提供、協働プロジェクト等をさら

に進めていく。

「福祉」は与えるものという印象が強い

が、寄り添い、⾃⽴化を促すことが重要

である。（NPO/NGO）

福祉にかかわる多様なステークホルダーとの協働プロジェク

トや財団を通じた取組み等を進めるなかで、対話を重視した

エンゲージメントを実施していく。

「質的な豊かさ」や「QOLの向上」へ

貢献することの可能性を考えることが必

要である。（社外取締役）

多様性あるアートの価値観を活かしながら、⾼齢者や障がい

者などを含めた多様な⼈々の「質的豊かさ」や「ＱＯＬの向

上」を⽬指したプロジェクトを進めている。

ＩＣＴ・デジタル技術をさらに活⽤し、健康・福祉に資する⾰新的な商品・サービスの開発・提供に取り組

んでいきます。また、社員の健康増進の観点で、⼀⼈ひとりがいきいきと働き、最⾼品質の商品・サービス

の提供の⼀旦を担うような取組みにも⼒を⼊れていきます。さらに健康・福祉に資する取組みのノウハウ

を、グローバルレベルでの課題解決に役⽴てるよう、NPO/NGOなどをはじめとするステークホルダーと連

携して、さまざまなプロジェクトを展開していきます。

ステークホルダーからのご意⾒

グループＣＳＲ重点課題の策定プロセス

課題と今後に向けて
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Promoting�the�Manageability�of�Global�Environmental�Issues

気候変動への適応と緩和、⽣物多様性の保全などにバリューチェーンで対処し、新しいソリューションを提

供することで、持続可能な社会の実現に貢献している。

1980年から2017年の気象災害の経済損失と保険損害の推移

2005年の⽶国ハリケーン・カトリーナ、2011年のタイ⼤洪⽔、2012年の⽶国ハリケーン・サンディーな

ど、世界各地で異常気象による経済損失・保険損害が増加する傾向にあり、世界温暖化が進⾏すれば、極端

な異常気象による災害がさらに増加するといわれています。�

2015年にフランス・パリで開催されていた国連気候変動枠組条約第21回締約国会議（COP21）や持続可

能な開発⽬標（SDGs）の策定など、気候変動をはじめとした環境問題解決に向けた国際的な議論がさらに

活発になっており、企業も含めたあらゆるステークホルダーが環境問題解決に向けた⾏動を強化するよう求

められています。

重点課題3 地球環境問題への対応

⽬指す姿

ＦＡＣＴ
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気候変動による⾃然災害の増加は、当社グループの中核事業の⼀つである保険事業にとって、お⽀払いする

保険⾦の増加、それに伴う保険料の上昇といった影響を及ぼしかねず、安定して保険を提供することが難し

くなる可能性があります。⼀⽅、当社グループは、このようなリスクに対する商品・サービスへのニーズの

⾼まりを「安⼼・安全・健康」を提供する企業グループとしての事業機会ととらえています。�

当社グループは、気候変動を含めた地球環境問題を単なるリスクとしてとらえるだけでなく、たとえば、気

象災害リスク、再⽣可能エネルギー事業のリスクをカバーする保険商品やリスクコンサルティングサービス

など、新たなマーケットの創出、拡⼤につながる機会ととらえ、事業の上流から下流に⾄るまで、ステーク

ホルダーの皆さまと連携して、バリューチェーン全体での環境負荷の低減に率先して努めるとともに、気候

変動をはじめとした災害の影響の軽減、防災、低炭素社会の構築、⽣物多様性の保全、環境配慮⾏動の促進

などに寄与する商品・サービスの提供に努めてきました。今後とも、環境問題の解決に資する⾰新的な商

品・サービスの提供、環境負荷軽減に資する体制構築に努め、社会の強靭性を⾼めることでサステナブルな

社会づくりに貢献していきます。

当社グループは、グループ会社横断の「グループＣＳＲ推進本部」を設置しています。当社グループＣＢＯ

（Group�Chief�Brand�Officer）が本部⻑、グループ会社ＣＳＲ担当役員がメンバーとなり、グループのＣ

ＳＲ施策の検討・協議、進捗の確認などを⾏っています。本部での取組みは、定期的に経営会議や取締役会

で協議、報告しています。

基本的な考え⽅・⽅針（Our�Action）

マネジメント体制
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2018年度に設定した【重点課題３】に関するＣＳＲ－ＫＰＩは以下のとおりです。�

各項⽬のバウンダリー（影響範囲）は、グループ全体です。

グループＣＳＲ－ＫＰＩ（重要業績評価指標）2018年度⽬標【重点課題３】

指 標 2018年度⽬標

企業価値向上の側⾯

A B C D

気候変動の「適応／緩和」に向けた商品・サービ

スの開発・提供

継続的な商品・サービスの�

開発・提供
○ ○ ○ ○

NPO/NGO等と連携した環境保全に関する普及活

動・教育機会への参加⼈数�

�

＜取組みの狙い＞�

環境保全活動や教育機会への参加により、環境に

対する意識・関⼼を⾼め、⾃発的に⾏動できる⼈

を増やすことで、環境問題の解決を促していく。

7,000⼈�

�

（2017年度 6,662⼈）

○ ○

CO2排出量(tCO2) 2017年度⽐ 1.5%削減 ○ ○

電⼒使⽤量（kwh) 2017年度⽐ 1.5%削減 ○

紙の使⽤量(t) 2017年度⽐ 1.5%削減 ○

⽬標と実績
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Ａ トップライン・運⽤収益の拡⼤�

Ｂ コスト削減や⽀払い保険⾦の圧縮（将来的な保険料値下げの原資）�

Ｃ 社会から認知・信頼されることによるブランド向上�

Ｄ 組織の強化、社員ロイヤリティ向上

2018年度ＣＳＲ－ＫＰＩ（全体）および2017年度の実績は以下のとおりです。

重点課題に取り組むにあたって、当社グループの強みを⽣かすアプローチとして３つを特定しています。以

下に、３つの重点アプローチと本重点課題に取り組むにあたっての取組み⽅針を紹介します。

３つの重点アプローチ 重点課題３での取組み⽅針

[1]商品・サービス

⾦融機関やデジタル技

術などを活かした⾰新

的な商品・サービスの

提供

世界で発⽣する地球環境問題を起因とした損害に

対して、世界各拠点を含めたグループ全体の総合

⼒を発揮し、最先端のＩＣＴ・デジタル技術の調

査・研究を継続し、⾰新的な商品・サービスを継

続して提供していく。

[2]連携

⼈材育成を意識した

NPO/NGOなどをはじ

めとするさまざまなス

テークホルダーとの連

携

⽣物多様性保全の取組み「ＳＡＶＥ�ＪＡＰＡＮ�プ

ロジェクト」などの市⺠社会、地域の⽅々との協

働の取組みを通じて、社会の環境マインドを⾼め

るとともに、多様なステークホルダーと連携し地

球環境問題の解決に資する取組みを継続してい

く。

[3]⽂化・芸術

継続的に⽀援し、培っ

てきた⽂化・芸術を通

じた取組み

グループ社員がメンバーとなるボランティア組織

「ＳＯＭＰＯちきゅう倶楽部」をはじめとした各

種活動を通じて、環境問題の解決に向けた取組み

を継続的に実施していく。

グループＣＳＲ－ＫＰＩ（重要業績評価指標）

３つの重点アプローチ
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2016年4⽉に公表した「グループＣＳＲ重点課題」の⾒直しのプロセスにおいて、ダイアログを⾏ったステ

ークホルダーの皆さまからいただいたご意⾒と、当社の対応を紹介します。

ステークホルダーからのご意⾒�

※（ ）内はステークホルダーカテゴリ
当社の対応、今後の課題

パリ協定をふまえた気候変動の取組みや

⽬標値を念頭に置いているかが求められ

る。（ＣＳＲの有識者）

グローバル動向、⽇本国内の動向などをふまえ、また、グル

ープの事業の変化を鑑み、GHG排出量削減⽬標等を⾒直して

いる。グループの事業の拡⼤に伴った排出量の把握に努めて

いる。

再⽣可能エネルギーの普及に対する取組

みに期待している。（ＣＳＲの有識者）

再⽣可能エネルギーの普及を⽀えるための、万が⼀の場合の

保険や、施設の⽴地環境などのリスク分析サービスを提供し

ている。

特に気候変動の「適応」の取組みに期待

している。（⾏政）

気候変動の「適応」に資する商品・サービスの開発、提供を

進め、特に開発途上国向けの天候インデックス保険等の開

発、普及に努めている。

これまで継続的に環境問題の解決に資す

る商品・サービスを提供してきた企業と

して、引き続き新たな商品・サービスの

開発・提供に期待している。（⾏政）

気候変動の「適応」「緩和」、⽣物多様性保全をはじめとし

た、環境問題の解決に資する商品・サービスの開発、提供に

引き続き努めていく。

気候変動の適応・緩和策を推進していくにあたり、保険会社による専⾨的なリスク評価に対する国際的な期

待が⾼まっています。今後も気候変動リスクに脆弱な社会層へのソリューションの提供などを通じて、サス

テナブルな社会の実現に貢献するとともに、グループ全体の持続的成⻑を⽬指していきます。また、2013

年より、「グループ全体で2020年度までに2002年度⽐40％削減、2050年度までに70％削減」という排

出量削減の中⻑期⽬標を設定し、省エネ・省資源の取組みを展開するとともに、バリューチェーン全体の環

境負荷低減に努めてきました。その結果、2016年度に2020年までの⽬標を達成したことから、2018年度

より、「グループ全体で2030年度までに2017年度⽐21％削減、2050年度までに51％削減」という新た

な中⻑期削減⽬標を設定し、さらなる気候変動の「緩和」へ取り組んでいます。

ステークホルダーからのご意⾒

グループＣＳＲ重点課題の策定プロセス

課題と今後に向けて
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Empowering�Community�and�Society

社会貢献活動や地域の⽂化振興に資する活動などを通じ、ステークホルダーからもっとも信頼される企業グ

ループとして、よりよいコミュニティ・社会の実現に貢献している。

企業に対する認識－企業の対応状況

企業の対応状況に対する⽣活者の認識についての調査の結果、「安全・安⼼で優れた商品・サービス・技術

を適切な価格で提供している」と84％が認識しているのに対し、「地域社会との共⽣」に対応していない

との認識が54％、「メセナ（スポーツ・⽂化・芸術⽀援）や社会貢献など」に対応していないとの認識が

59％にのぼっています。

重点課題4 よりよいコミュニティ・社会づくり

⽬指す姿

ＦＡＣＴ
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都市圏への⼈⼝集中と過疎化の進展により、地⽅の更なる⼈⼝減少や情報連携の希薄化がもたらす影響は当

社グループの事業展開の不全を招き、お客さまの減少にもつながりかねないと認識しています。⼀⽅、当社

グループはこのようなリスクに対し、企業として、社員⼀⼈ひとりとして、社会とのコミュニケーションを

通じて、さまざまな社会的課題に気づき、よりよいコミュニティ・社会づくりへ貢献することが企業の重要

な責任であると考えています。�

当社グループは、よりよいコミュニティ・社会づくりへの課題を解決するために、NPO/NGOをはじめとし

た多様なステークホルダーと協働しながら、さまざまな活動を展開しています。また、社員⼀⼈ひとりが仕

事で培ったスキルを活かし、課題解決に参画できるよう活動を⽀援する仕組みを導⼊しています。�

コミュニティ・社会の課題解決を通じて、サステナブルな社会の実現に貢献するとともに、これらの取組み

を通じて、社会から信頼されるグループ、そしてブランド向上につながることを⽬指しています。また、課

題解決に能動的にかかわることで、参加する社員・代理店の鋭敏な感性が磨かれ、⼈材育成にもつながって

います。

当社グループは、グループ会社横断の「グループＣＳＲ推進本部」を設置しています。当社グループＣＢＯ

（Group�Chief�Brand�Officer）が本部⻑、グループ会社ＣＳＲ担当役員がメンバーとなり、グループのＣ

ＳＲ施策の検討・協議、進捗の確認などを⾏っています。本部での取組みは、定期的に経営会議や取締役会

で協議、報告しています。

基本的な考え⽅・⽅針（Our�Action）

マネジメント体制
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2018年度に設定した【重点課題４】に関するＣＳＲ－ＫＰＩは以下のとおりです。�

各項⽬のバウンダリー（影響範囲）は、グループ全体です。

グループＣＳＲ－ＫＰＩ（重要業績評価指標）2018年度⽬標【重点課題４】

指 標 2018年度⽬標

企業価値向上の側⾯

A B C D

社会貢献活動への参加⼈数 �

�

＜取組みの狙い＞�

社員⼀⼈ひとりの⾃発的な社会貢献活動を促

すことで、社会的課題に鋭敏な感性を持つ⼈

材を育成し、地域および地球規模での社会的

課題の解決を⽬指す。�

37,000⼈�

（2017年度 35,848⼈）
○ ○

Ａ トップライン・運⽤収益の拡⼤�

Ｂ コスト削減や⽀払い保険⾦の圧縮（将来的な保険料値下げの原資）�

Ｃ 社会から認知・信頼されることによるブランド向上�

Ｄ 組織の強化、社員ロイヤリティ向上

2018年度ＣＳＲ－ＫＰＩ（全体）および2017年度の実績は以下のとおりです。

⽬標と実績

*1

グループ社員および代理店従業員の

合計⼈数

*1

グループＣＳＲ－ＫＰＩ（重要業績評価指標）
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重点課題に取り組むにあたって、当社グループの強みを⽣かすアプローチとして３つを特定しています。以

下に、３つの重点アプローチと本重点課題に取り組むにあたっての取組み⽅針を紹介します。

３つの重点アプローチ 重点課題４での取組み⽅針

[1]商品・サービス

⾦融機関やデジタル技

術などを活かした⾰新

的な商品・サービスの

提供

全国の地⽅⾃治体と連携し、官⺠のパートナーシ

ップにより、地域防災⼒向上や交通安全企業向け

リスクコンサルティングサービスなど、各地域の

課題解決に取組んでいきます。

[2]連携

⼈材育成を意識した

NPO/NGOなどをはじ

めとするさまざまなス

テークホルダーとの連

携

全国に広がる代理店と社員が協働して、全国各地

の社会福祉施設などで⾞いす整備・清掃活動を実

施するなど、さまざまなステークホルダーと連携

し、よりよいコミュニティ・社会づくりに貢献し

ていきます。

[3]⽂化・芸術

継続的に⽀援し、培っ

てきた⽂化・芸術を通

じた取組み

アジアで唯⼀ゴッホの《ひまわり》を⾒ることが

できる「東郷⻘児美術館 損保ジャパン⽇本興亜

美術館」は各種展覧会の開催や新進作家の⽀援、

「対話による美術鑑賞教育」⽀援などを⾏ってお

り、今後も美術をはじめとした⽂化・芸術を通じ

て豊か社会へ貢献していきます。

３つの重点アプローチ
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2016年4⽉に公表した「グループＣＳＲ重点課題」の⾒直しのプロセスにおいて、ダイアログを⾏ったステ

ークホルダーの皆さまからいただいたご意⾒と、当社の対応を紹介します。

ステークホルダーからのご意⾒�

※（ ）内はステークホルダーカテゴリ
当社の対応、今後の課題

保険や介護といった事業を⾏う企業グル

ープとして、個⼈の⽣活や地域の課題、

つまりさまざまなリスクに密接にかかわ

っており、コミュニティと関連性が強い

業態である。（ＥＳＧ投資専⾨家）�

現在、社会において、地域全体で課題を

共有し、ともに解決する仕組みが不⾜し

ている。地域の課題解決に社員に密接に

かかわってほしい。（NPO/NGO）�

社会・コミュニティへの貢献は、社員に

継続的に強く意識づけすることが重要で

ある。（従業員）

全国、また、世界各地に拠点を持つグループとして、地域社

会との協働を念頭に置き、「ＳＯＭＰＯホールディングス�ボ

ランティアデー」や社員のボランティアを⽀える仕組み「Ｓ

ＯＭＰＯちきゅう倶楽部」等の取組みを通じ、各地域の社会

的課題や特⾊に配慮した社会貢献活動等の取組みを進めてい

る。

さまざまな主体と関わることができる企

業として期待している。⼀般消費者に直

接接点があるため、さまざまな考え⽅を

浸透できる業態である。（⾏政）

さまざまなステークホルダーとの対話や協働プロジェクトを

進めるとともに、お客さまとの社会的課題の認識の共有等も

実施していくことが重要と認識している。

「貧困」「格差」への取組みを検討して

ほしい。（ＣＳＲの有識者）

（NPO/NGO）

「ＳＯＭＰＯホールディングス�ボランティアデー」や社員の

ボランティアを⽀える仕組み「ＳＯＭＰＯちきゅう倶楽部」

等の取組みを通じ、開発途上国⽀援、⽇本国内の格差解消に

向けた⽀援にさらに取り組んでいく。

社員だけでなく、代理店も⼀緒に協働し

て取組むべきである。（代理店）

社会福祉施設などで実施する「⾞いす整備・清掃活動」をは

じめとし、代理店組織（ＡＩＲオートクラブ・ＪＳＡ中核

会）と社員が協働で、各地域の社会的課題や特⾊に配慮した

社会貢献活動等の取組みを進めている。

ステークホルダーからのご意⾒

グループＣＳＲ重点課題の策定プロセス
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継続的にグローバルレベルで地域・コミュニティに貢献していくために、引き続き、NPO/NGOと連携し、

SOMPOホールディングス�ボランティアデー、SOMPOちきゅう倶楽部をはじめとした、社員・代理店が参

加できる枠組みを発展させていきます。また、復興までに時間がかかる⼤規模災害の復興⽀援にも継続的に

取り組んでいきます。

課題と今後に向けて
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Supporting�Diversity�and�Inclusion�In�Private�and�Public�Life

基本的⼈権を尊重し、多様な個性を認め、ダイバーシティを推進することで、社員を含めたステークホルダ

ーが活躍できる社会の実現に貢献している。

ジェンダー・ギャップ指数（GGI）国別順位（2017年度）

重点課題5 ダイバーシティの推進・啓発

⽬指す姿

ＦＡＣＴ
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世界各国の男⼥格差を⽰すランキングで、調査対象144か国中、⽇本は114位でした。特に「政治への関

与」「経済活動の参加と機会」におけるスコアが低く、この分野における⼥性活躍の推進が急務となってい

ます。2016年4⽉1⽇には「⼥性の職業⽣活における活躍の推進に関する法律（⼥性活躍推進法）」が施⾏

されました。

当社グループは、多⽤な価値観を有する⼈材を確保し、その能⼒を最⼤限発揮することで⾰新的で強い組織

をつくり、ダイバーシティをグループの成⻑につなげることが重要と考えています。�

そのため、当社グループは、ダイバーシティを⼒に変えて成⻑に結びつけるという意を込めて、「Diversity

for�Growth」をスローガンに掲げ、ダイバーシティをグループの成⻑につなげるとともに、多様な価値観

にもとづいた新たな商品・サービスの開発に⽣かしています。�

また、社員のみならず、お客さまを含めたあらゆるステークホルダーの基本的⼈権を尊重し、ダイバーシテ

ィの推進をめざし、商品・サービスを通じた配慮やダイバーシティの啓発にも取組んでいきます。

当社グループは、グループ会社横断の「ダイバーシティ推進本部」を設置しています。当社グループＣＨＲ

Ｏが本部⻑、グループ会社⼈事担当役員がメンバーとなり、当社⼈事部が事務局を務め、本部での取組み

は、随時、当社の経営会議に報告しています。

ダイバーシティ推進本部

2018年度に設定した【重点課題５】に関するＣＳＲ－ＫＰＩは以下のとおりです。�

各項⽬のバウンダリー（影響範囲）は、グループ全体です。

基本的な考え⽅・⽅針（Our�Action）

マネジメント体制

⽬標と実績
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グループＣＳＲ－ＫＰＩ（重要業績評価指標）2018年度⽬標【重点課題５】

指 標 2018年度⽬標

企業価値向上の側⾯

A B C D

ダイバーシティの推進・啓発に向けた取

組み

継続的なダイバーシティの推進・啓発�

に向けた取組みの実施
○ ○

⼥性管理職⽐率
2020年度末30%に向けた�

取組みの継続
○ ○

Ａ トップライン・運⽤収益の拡⼤�

Ｂ コスト削減や⽀払い保険⾦の圧縮（将来的な保険料値下げの原資）�

Ｃ 社会から認知・信頼されることによるブランド向上�

Ｄ 組織の強化、社員ロイヤリティ向上

2018年度ＣＳＲ－ＫＰＩ（全体）および2017年度の実績は以下のとおりです。

重点課題に取り組むにあたって、当社グループの強みを⽣かすアプローチとして３つを特定しています。以

下に、３つの重点アプローチと本重点課題に取り組むにあたっての取組み⽅針を紹介します。

３つの重点アプローチ 重点課題５での取組み⽅針

[1]商品・サービス

⾦融機関やデジタル技

術などを活かした⾰新

的な商品・サービスの

提供

商品・サービスの開発、提供にあたり、基本的⼈

権の尊重やダイバーシティの配慮に取り組む。

[2]連携

⼈材育成を意識した

NPO/NGOなどをはじ

めとするさまざまなス

テークホルダーとの連

携

多様な価値観を有する⼈材を確保するとともに、

ステークホルダーと連携した⼈材育成を通じて、

その能⼒を最⼤限発揮することで⾰新的で強い組

織づくりを⽬指す。

グループＣＳＲ－ＫＰＩ（重要業績評価指標）

３つの重点アプローチ
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３つの重点アプローチ 重点課題５での取組み⽅針

[3]⽂化・芸術

継続的に⽀援し、培っ

てきた⽂化・芸術を通

じた取組み

多様性あるアートの価値観を社会に⽣かし、社会

的包摂に寄与する⼈材の輩出と多様な⼈々が共⽣

できる社会環境の創出を⽬指す取組みを通じて、

継続的にダイバーシティを推進していく。

2016年4⽉に公表した「グループＣＳＲ重点課題」の⾒直しのプロセスにおいて、ダイアログを⾏ったステ

ークホルダーの皆さまからいただいたご意⾒と、当社の対応を紹介します。

ステークホルダーからのご意⾒�

※（ ）内はステークホルダーカテゴリ
当社の対応、今後の課題

現在、⽇本では「⼥性活躍」が重要なテ

ーマであるが、将来的には多様な価値観

を考慮し、業務プロセスや働き⽅、マネ

ジメントスタイルも同時に変えていくこ

とが必要になる。（ＣＳＲの有識者）

多様な⼈材（国籍・性別・年齢・経験）が強みを発揮し活躍

していること、また、グループ横断で適時・適所・適材の⼈

材配置を通じ、グループ⼈的資源の価値最⼤化を⽬指してい

る。

社内だけでなく、社会へ向けた働きかけ

も考えるべきである。（ＣＳＲの有識

者）

ダイバーシティに関するセミナーやコンサルティングサービ

スの提供等を実施している。

ダイバーシティを経営戦略と考える視点

が重要である。（⾏政）

グループ全体のダイバーシティ推進の取組みを加速し、お客

さまに最⾼品質のサービスをご提供することがグループ全体

の成⻑に結びつくという意を込め、「Diversity�for

growth」をスローガンとして定め、ダイバーシティ推進本部

を設置して取組みを推進している。

LGBTなどの多様な価値観への配慮を考

えるべきである。（NPO/NGO）

LGBTへの理解を深めるため、当事者がより働きやすい環境

を構築するため、社員がアライ（理解者・⽀援者）になるた

めの勉強会の開催等を実施している。

ステークホルダーからのご意⾒

グループＣＳＲ重点課題の策定プロセス
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当社グループは、⼈権配慮の観点から、事業活動を展開する各国・地域の法律を遵守するとともに、⽂化や

慣習、ステークホルダーの関⼼に即した経営を⾏い、地域経済の発展に貢献していきます。また、引き続

き、⼥性管理職⽐率2020年度末30％に向けた取組みやLGBTに配慮した取組みを推進していきます。

課題と今後に向けて
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当社グループでは、SDGsの企業⾏動指針である「SDG�Compass：SDGs�の企業⾏動指針－�SDGs�を企業

はどう活⽤するか－」などを参考に、2015年度より取組みを推進しています。�

「SDG�Compass」は、グローバル・レポーティング・イニシアティブ（GRI）、国連グローバル・コンパ

クト（UNGC）、持続可能な発展のための世界経済⼈会議（WBCSD）によって策定された企業⾏動指針

で、企業がいかにしてSDGs�を経営戦略と整合させ、SDGsへの貢献を測定し管理していくかに関し、5つ

のステップを追って指針を提供しています。

＜企業への指針：5つのステップ＞

1.�SDGsを理解する

2.�優先課題を決定する

3.�⽬標を設定する

4.�経営へ統合する

5.�報告とコミュニケーションを⾏う

１．SDGs�の理解

SDGsを事業に統合していく最初のステップとして、2015年度からグループ内での共有・理解の促進に取

り組みました。グループ会社横断の「グループＣＳＲ推進本部」の会合や執⾏役員以上の全役員を対象とし

た勉強会でSDGsをテーマに取り上げ、さらに、社内広報ツールなどを通じSDGsの内容を発信し、理解を

深めました。�

2016年度には、グループ全社員が受講する「ＣＳＲ研修」でSDGsを紹介しました。また、2018年2⽉に

は昨年に引き続きSDGsをテーマに「ＣＳＲディベロップメント研修」を開催しました。

経営・事業へのSDGsの組込み

SDGs�に取り組む当社グループの5つのステップ

ＳＤＧｓに関するグループ内エンゲージメント
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ＣＳＲディベロップメント研修の様⼦

２．重点課題の⾒直し

SDGsの17の⽬標、169のターゲットをふまえ、グループＣＳＲ重点課題の⾒直しを⾏い、5つの重点課題

と3つの重点アプローチを策定しました。

３．ＣＳＲ－ＫＰＩ（重要業績評価指標）の設定

グループＣＳＲ�重点課題に即したグループＣＳＲ－ＫＰＩを策定し、毎年⾒直しています。

４．新たな重点課題に沿った取組推進、パートナーシップの構築

SDGs�をふまえた重点課題のＣＳＲ－ＫＰＩのもと、PDCAを通じて、パフォーマンスの向上を⽬指すこと

により、グループをあげて社会的課題に資する取組みを推進し、サステナブルな社会の実現に貢献していき

ます。�

また、3つの重点アプローチの1つとして、これまで重視してきた「NPO/NGOをはじめとするさまざまな

ステークホルダーとの連携」を引き続き掲げ、地球規模の複合的な社会的課題の解決に向け、多様なステー

クホルダーとの協働に注⼒していきます。

グループＣＳＲ重点課題 策定プロセス

グループＣＳＲ－ＫＰＩ（重要業績評価指標）

マネジメント体制

ステークホルダー・エンゲージメント
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５．情報開⽰およびコミュニケーション

新たな重点課題やＣＳＲ－ＫＰＩをもとに施策の取組状況や⽬標の達成度を開⽰し、多様なステークホルダ

ーとのコミュニケーションを図りながら取組みの向上に努めていくとともに、⾃社の取り組みだけでなく、

⾏政やＣＳＲ推進団体などと協働し、社会全体のSDGsの推進を担い、発信していきます。

SDGs時代のＳＯＭＰＯホールディングスグループの価値創造ストーリー

ＣＳＲに関する情報発信の全体像と⽅針

社会への宣⾔・イニシアティブへの参画
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当社グループは、グループＣＳＲビジョンに基づき５つの重点課題を定め、SDGs達成に向けて様々な取組

みを実施しています。

⽬指す姿

防災・減災に資する商品・サービスなどの提供やさまざまな組織との協働プロジェクトを展開し、⼈々が安

⼼・安全に暮らせる社会の実現に貢献している。

� � �

主な取組事例

SDGs達成へ向けた取組事例

重点課題１ 防災・減災への取組み

ビッグデータ解析やテレマティクス技術などを活⽤した安全運転⽀援

噴⽕デリバティブの販売と「噴⽕発⽣確率の評価⼿法」の開発

防災教育の普及啓発「防災ジャパンダプロジェクト」

インドネシアでの交通安全プロジェクト

その他の取組事例は以下をご覧ください。※

重点課題1 防災・減災への取組み（主な取組み）
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⽬指す姿

質の⾼い介護・ヘルスケアサービスなどの提供や健康・福祉の増進に資するプロジェクトを展開し、あらゆ

る⼈々がよりよく⽣活できる社会の実現に貢献している。

� �

主な取組事例

⽬指す姿

気候変動への適応と緩和、⽣物多様性の保全などにバリューチェーンで対処し、新しいソリューションを提

供することで、持続可能な社会の実現に貢献している。

� � �

重点課題２ 健康・福祉への貢献

世界銀⾏によるパンデミック緊急ファシリティへの参画

「世界に誇れる豊かな⻑寿国⽇本」の実現に向けた介護事業

健康サービスブランド「Linkx（リンククロス）」

ミャンマーの⺟⼦保健プロジェクト

その他の取組事例は以下をご覧ください。※

重点課題2 健康・福祉への貢献（主な取組み）

重点課題３ 地球環境問題への対応
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主な取組事例

⽬指す姿

社会貢献活動や地域の⽂化振興に資する活動などを通じ、ステークホルダーからもっとも信頼される企業グ

ループとして、よりよいコミュニティ・社会の実現に貢献している。

� � � �

主な取組事例

東南アジアでの天候インデックス保険の提供

再⽣可能エネルギーの普及・拡⼤を後押しする保険商品の提供

⽇本の「エコファンド」の先駆けとして、ＳＲＩ（社会的責任投資）ファンド普及・拡⼤へ取り組み

ＳＡＶＥ ＪＡＰＡＮプロジェクト

その他の取組事例は以下をご覧ください。※

重点課題3 地球環境問題への対応（主な取組み）

重点課題４ よりよいコミュニティ・社会づくり

独⽴⾏政法⼈�国際協⼒機構（ＪＩＣＡ）の本邦初となる社会貢献債（ソーシャル・ボンド）への投資

ＳＯＭＰＯ�ホールディングス�ボランティアデー

⼤規模災害�被災地⽀援の取組み

その他の取組事例は以下をご覧ください。※

重点課題4 よりよいコミュニティ・社会づくり（主な取組み）
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⽬指す姿

基本的⼈権を尊重し、多様な個性を認め、ダイバーシティを推進することで、社員を含めたステークホルダ

ーが活躍できる社会の実現に貢献している。

� � �

主な取組事例

重点課題５ ダイバーシティの推進・啓発

⼥性活躍推進

ＬＧＢＴへの配慮

ワークスタイルイノベーション

その他の取組事例は以下をご覧ください。※

重点課題5 ダイバーシティの推進・啓発（主な取組み）
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2015年9⽉に国連で採択されたSDGsを受け、国内では2017年11⽉に経団連の企業⾏動憲章が7年ぶりに

改定され、「Society5.0」の実現を通じたSDGsの達成を⽬指すことが⽰されました。当社グループは、デ

ジタル技術などを活⽤し「安⼼・安全・健康のテーマパーク」という世界でも稀有なグループへのトランス

フォーメーションを通じて、SDGsの志向する持続可能な社会へ貢献していくことを掲げています。�

今回、2001年以来、当社のＣＳＲコミュニケーションレポート「第三者意⾒」を毎年継続してお寄せいた

だいている、IIHOE［⼈と組織と地球のための国際研究所］兼�ソシオ・マネジメント編集発⾏⼈の川北秀⼈

⽒を招き、グループＣＢＯ（Group�Chief�Brand�Officer）の⻘⽊潔、損保ジャパン⽇本興亜の取締役会⻑

で経団連�企業⾏動・ＣＳＲ委員会委員⻑を務める⼆宮雅也、損保ジャパン⽇本興亜ＣＳＲ室シニアアドバ

イザーで経団連企業⾏動憲章タスクフォースの座⻑を務める関正雄の４名で、SDGs時代における当社グル

ープの価値創造ストーリーについて、多様な視点からダイアログを実施しました。（ダイアログ実施⽇：

2018年7⽉3⽇）

SDGs時代のＳＯＭＰＯホールディングスグループの
価値創造ストーリー

特別対談：�

SDGs時代のＳＯＭＰＯホールディングスグループの価値創造ストーリ

ー
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損害保険ジャパン⽇本興亜株式会社�

ＣＳＲ室シニアアドバイザー�

関 正雄

SOMPOホールディング株式会社�

グループＣＢＯ 執⾏役員�

広報部⻑ 兼 ＣＳＲ室⻑�

⻘⽊ 潔

IIHOE［⼈と組織と地球のための国際研究

所］�

兼�ソシオ・マネジメント編集発⾏⼈�

川北�秀⼈⽒

損害保険ジャパン⽇本興亜株式会社�

取締役会⻑�

⼆宮�雅也

関 本⽇は、SDGs時代の当社グループの価値創造ストーリーについて、昨年の経団連の企業⾏動憲章の改

定や最新の動向などを踏まえて話し合いたいと思います。

まずは、⼆宮さんに経団連の企業⾏動・ＣＳＲ委員会の委員⻑の⽴場として、経団連の役割や企業に求めら

れる⾏動およびSDGsの理念をどう捉え⾏動してくべきかについて、お話しいただけますか。

⼆宮 SDGsというと「誰⼀⼈取り残さない」という強いメッセージが理念の根幹にあると思っています。

これを翻って⾔えば、「これまで多くの⼈々を置き去りにしてしまった」という反省から強いメッセージに

経団連企業⾏動憲章の改定とSDGs
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なったということだと思います。その背景にあるのは短期的利益など求めすぎた資本主義と社会の根幹であ

るべき⼈間尊重をなおざりにしたグローバリゼーションの進展、これらが結果として貧困や格差を⽣んでし

まった。それが今の偏狭なナショナリズム、保護主義、ポピュリズムなどを蔓延させてしまったのだろうと

考えています。

昨年も申し上げましたが、SDGsの１７の⽬標は、⼈類の英知の結集です。我々が次の世代にしっかりと持

続可能な社会を引き継いでいくために、我々が取り組まなければならない唯⼀の⽅策であり、そのことに迷

いはないはずだと思っています。この極めて⾼い理想であるSDGsの達成には、企業の創造性、イノベーシ

ョンが⽋かせないことは誰もが認識しています。そこで経団連が⾏ったのが企業⾏動憲章の改定です。経団

連に加盟する1,350以上もの企業・経済団体が⾏動原則として、その遵守を申し合わせているものですが、

今⼀度社会の要請に即したものに⾒直すことにしたわけです。

関 改定のポイントについてお話しいただけますか。

⼆宮 企業⾏動憲章の改定は、企業にとっての⽴ち位置、⾏動のあり⽅をしっかりと再整理したということ

だと思います。�

「Society5.0」の実現を通じたSDGsの達成を柱として企業⾏動憲章を改定すること、持続可能な社会の実

現が企業の基礎であることを確認し、その前⽂では、企業が持続可能な社会の実現を牽引する役割を担って

いることを謳っています。

10原則のうち、第1条ではイノベーションを通じて、持続的な経済成⻑と社会的な課題の解決を図ると明快

に⾔い切っています。第４条ではすべての⼈々の⼈権を尊重する経営を⾏うことを新たに条⽂として追加し

ました。そして第１０条では、経営トップに対して本憲章の精神の実現が⾃らの役割であることを認識して

リーダーシップを発揮することを強く求めています。�

2030年のありたい姿からバックキャスティングで考え、事業戦略に落とし込んでいる企業はこの１年間で

増加し、SDGsに資するイノベーション事例も数多く出てきていると感じています。

現在、経団連ではイノベーションの事例集を取りまとめているところです。これを⽇本企業間だけでなく海

外の企業にもわかるように整理し、2018年7⽉にニューヨークで開催される国連のハイレベルポリティカル

フォーラムの場で発信していきたいと思っていますし、また経団連の役割のひとつ「連携・協働のプラット

フォーム」が形になって現れてきていると考えています。

関 私も企業⾏動憲章の改定には過去何度か関わってきましたが、今回の改定は企業の基本姿勢として、持

続可能な社会の実現を牽引するということに踏み込んだ改定になっており、⾮常に⼤きな意味があったと思

います。

川北 ⽇本企業には企業⾏動憲章の遵守や社内への共有について、ＣＳＲレポートなどでもっと⾔及して欲

しいという思いが強くあります。それは、世界の英知がSDGsだとすると、⽇本企業の営みの英知は企業⾏

動憲章であり、地に⾜のついた判断基準になっていると思うからです。�

だからこそ、コンプライアンスをはじめとする企業内研修で、企業⾏動憲章をもっと参照してほしいです

ね。これまでにも「べからず」的な教科書事例については、各社でしっかり研修していると思いますが、で

は「どうあれば良いのか」についての共有や機会の提供には及んでいません。各社だけでなく、経団連とし

ても、めざすべき理念教育の機会を作っていただきたいと思います。�
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そういう意味で、今年この話題をダイアログのテーマとされたことは⾮常に重要な意味があると思っていま

す。

関 プラットフォームを提供するという意味からいうと、⼆宮さんは経団連の外郭団体である企業市⺠協議

会（ＣＢＣＣ）の会⻑もされていますが、今回の憲章の改定につながるような役割としてどのような取組み

をされてきたか、お話しいただけますか。

⼆宮 ＣＢＣＣは毎年海外にＣＳＲ対話ミッションを派遣して海外の情報を収集すると同時に、⽇本企業の

活動についての発信⺟体として、経団連本体にも提⾔する役割を果たしています。また、昨年からSDGs達

成に資する企業の事例を集めており、それをより充実させた形で経団連が情報を取りまとめた、そのような

位置づけになると思います。

関 内外のステークホルダーと対話を重ねながら持続可能な社会の実現に向けて経団連全体が動く、という

⾮常に⼤きな流れになっているということですね。

⼆宮 そうですね。個社、業界の中だけでなく、あらゆるステークホルダーとの連携・協働がなければ

SDGsという極めて⾼い理想は実現できない、ということを我々がもっと知るべきでしょうし、また⽇本企

業の良い取組みをもっと海外にも知ってもらうために、会員企業の取組事例やアンケート調査結果などとも

うまく連携し、より充実したものにしていければと思っています。せっかくの機会ですので、ニューヨーク

での国連ハイレベルポリティカルフォーラムでも、⽇本企業の取組みを世界と共有する、そんな場にしてい

けるよう発信したいと思っています。

関 今後の⽇本企業の取組みにおいて、もっとこうあるべき、あるいは期待する点はいかがでしょうか。

⼆宮 やはり⽇本企業は衆知を集める、様々なステークホルダーとの対話を通じて、可能性の幅を広げるこ

とが⼤事なのだと思います。�

企業の強みをもっとオープンにして、よりよい価値に変えていく、チャンスとして活⽤していく、そこにも

っと貪欲になるといいと思っています。今の時代、⾃社のみの取組みであらゆることができると考えている

企業はなく、また、オープンイノベーションという⾔葉は当たり前になっているわけですから、衆知を集め

て新しい価値につなげるということが⽇本の企業にとって⼤事だと考えます。�

また、⽇本は失敗を許さない⾵⼟があるためイノベーションが起こりにくい、という意⾒をよく⽿にしま

す。失敗を恐れず⼀歩でも⼆歩でも踏み出す、という「⾏動」に移すことがとても⼤切だと思います。その

ためには、失敗を許すといいますか、失敗を単純にマイナスの評価とするのではなく、ことに挑み成果を⽣

み出す過程としてとらえ、その積極性を評価するという環境に変えていかなければいけないと思います。

関 経営者・トップの役割という点ではいかがでしょうか。

⼆宮 SDGsの達成には、トップが確信を持たなければ広がりを⾒せないと考えます。また揺るがない姿勢

を⽰すことや共感を呼ぶような発信を繰り返し⾏うとともに、最後に成果に結びつける実現⼒が必要であ

り、トップの果たす役割は極めて⼤きいと思います。
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関 次に⻘⽊さんにうかがいます。当社グループとして、SDGsをどう捉え、グループとして標榜している

「安⼼・安全・健康のテーマパーク」という戦略とどう結びつけていくか（価値創造につなげるか）という

点について、どのように考えていますか。

⻘⽊ 今、当たり前のようにSDGsという⾔葉がグループ内で⾶び交うようになり、この２年くらいの間

に、まさに世界の共通⾔語として定着してきていると思います。今後はこのSDGsの理念を我々のビジネ

ス、経営の中にいかにして組み込んで実践していくかが⾮常に⼤切だという思いで経営にあたっています。

6⽉29⽇に、損保ジャパン⽇本興亜が損保協会の協会⻑会社となり、社⻑の⻄澤が協会⻑に就任しました。

先⽇の記者会⾒のステートメントの中で、協会⻑として取り組んでいくことを２点発表しています。１点⽬

は、協会としてもSDGs達成に貢献していくということ、2点⽬は「Society5.0」に貢献していくことで

す。もともと防災や事故防⽌の観点から、SDGsにもなじみやすい業界ですので、取り組むきっかけ、必要

性を強く感じていると思います。協会⻑会社としての損保ジャパン⽇本興亜、ＳＯＭＰＯホールディングス

グループとしてもSDGsへの取組みを牽引してきたいと思っています。

次に我々が⽬指している姿というのは、当社の経営戦略である「安⼼・安全・健康のテーマパーク」の実現

です。これは経営トップが打ち出し、繰り返し発信し続けていることであり、現在は構築途上にある、とい

う状況です。�

当社グループは損保事業からスタートしている会社なので、まさかの時にマイナスになった状態をゼロに戻

す機能はあります。また、たとえば防災に関する取組みも⾏っていますので、ゼロをゼロのまま維持するこ

ともありますが、損害保険の商品はそこまでが限界だと感じます。�

「安⼼・安全・健康のテーマパーク」の実現には、ゼロをプラスにして、健康で⻑⽣きして、楽しんでいく

ということまで踏み込んでいく必要があると考えます。つまり、損保だけではなく⽣保事業、⽣保事業でも

健康増進にいかに貢献していくか、介護事業では、少しでも認知症を予防するために、そしてもし認知症に

なっても少しでも⻑寿であるために、という考えのもと、ゼロやマイナスをプラスに変換するビジネスにも

乗り出していかないと、テーマパークは実現できないと考えています。

そのための具体的な取組みとして、⽣保事業では健康応援企業を⽬指しています。InsuranceとHealthcare

を組み合わせた新たな価値「Insurhealth（インシュアヘルス）」の提供を⽬指し、2018年4⽉に収⼊保障

保険『リンククロス じぶんと家族のお守り』を発売しました。禁煙や減量など、健康状態が改善されたこ

とが認められた場合には、お客さまに保険料（相当額）をお返しするという、お客さまの健康を応援する企

業への変⾰を具現化した商品です。また、介護事業では、「予防」の視点から認知症対策に取り組んでお

り、グループ横断のプロジェクトも⽴ち上げています。損保、⽣保、介護の各事業が連携し、たとえば介護

施設の紹介サービスや認知症の症状を和らげる⽀援・コンサルティング、アプリを活⽤した各種⽀援サービ

スなどを提供していく予定です。

このように、「安⼼・安全・健康のテーマパーク」を実現していくことが、社会的課題の解決、ひいては

SDGsで⽬指す世界の実現につながっていきます。つまり、SDGsのために何かをやっていくというより

も、当社グループの経営戦略そのものがSDGsの達成に貢献するという認識でビジネスをやっているという

ことです。

ＳＯＭＰＯホールディングスグループの価値創造ストーリー
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関 ⽬指す姿を実現するためのポイントはどういった点でしょうか。

⻘⽊ 「安⼼・安全・健康のテーマパーク」を実現するうえでキーとなるのは「デジタルの活⽤」であり、

その推進⼒は「デジタル×ヒト」だと考えています。「安⼼・安全・健康のテーマパーク」という我々が⽬

指すビジネスモデルを構築していくにはデジタルをいかに活⽤していくかが重要です。また、デジタルだけ

を活⽤してもそこにヒトがいなくなってしまう訳ではないので、ヒトとの融合で付加価値をどう⽣み出して

いくのかを考えていかなければなりません。そのため、グループとして、最新のデジタル技術をビジネスに

活⽤できないかということで、東京とシリコンバレーに続いて、イスラエルにもDigital�Labを設置しまし

た。

また、⼆宮さんの話にもありましたとおり、複雑化した社会的課題に対しては、SDGsで掲げる⽬標１７

（持続可能な開発に向けて実施⼿段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する）のとおり、例

えば産学連携のように様々なステークホルダーと連携し、協業しながら解決していくことも重要だと思って

います。

関 「安⼼・安全・健康のテーマパーク」の実現に向けた、代表的な商品やサービスには、どのようなもの

がありますか。

⻘⽊ 損保事業では、防災・減災に資する商品・サービスとして、ビックデータ解析やテレマティクス技術

などを活⽤した『スマイリングロード』、『ポータブルスマイリングロード』が挙げられます。さらには運

転に不安を感じる⽅向けにドライブレコーダーを活⽤した『ＤＲＩＶＩＮＧ！』を提供しています。介護分

野では、親の介護をしながら働く⼦（勤労者）の「仕事と介護の両⽴」を⽀援する業界初の保険『親⼦のち

から』を2018年10⽉より販売予定です。この保険商品は介護離職という社会的課題を踏まえて開発され、

グループのＳＯＭＰＯケアの介護施設紹介サービスもセットにすることで、シナジーを発揮しています。�

気候変動に対しては、「適応」の視点で東南アジア各国で天候インデックス保険を提供していますが、「緩

和」の点でも、太陽光発電事業者や⾵⼒発電事業者向けの保険商品を提供し、再⽣可能エネルギーの普及・

拡⼤を下⽀えしています。

関 ⻘⽊さんはグループＣＢＯという⽴場で、広報とＣＳＲを所管されていますが、シナジーが⽣まれてい

る点はありますか？

⻘⽊ 広報の⽴場からするとマスコミの皆さまの当社グループのＥＳＧやSDGsに関する取組みへの関⼼が

⾼くなっていると感じます。そのためこのようなＣＳＲ分野のことを発信していくことで、企業価値、ブラ

ンド価値に⾮常に⼤きく貢献し、評価していただけるということを⾝を持って感じています。�

当社は⽂化・芸術に関する活動も⾏っていますが、様々な⼈々が豊かな⽣活を送るための教育といった側⾯

など、広い意味ではこれもSDGsに関係し、企業価値向上に寄与していると感じています。

関 加えてシナジーに関して、社内コミュニケーションの活性化という点も重要だと思いますがいかがでし

ょうか。

⻘⽊ 社内広報ツールなども、ＣＳＲ室と広報部が連携していることが社内コミュニケーションの好影響に

つながっていると感じます。
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関 これまで産業界全体と当社グループとしてのお話がありましたけれども、川北さんから当社グループへ

の今後の期待についてお話しいただけますでしょうか。

川北 さきほど失敗を許さない⽂化についてお話がありましたが、どの企業にも地域にも当てはまることだ

と思います。�

私が地域にお邪魔した際に、元気な地域とそうでない地域があると感じます。両者の違いは、⽼若男⼥誰も

が「こういうことが⼤事だ」、「こういうことをやってみよう」と声を出して動き出しているか否かにあり

ます。私はこれを「てみる」⽂化と呼んでいます。

たとえば地域のおじいちゃん・おばあちゃんが、昔は近くの農協にたくさん出荷していたけれど、仲間も減

って、⾃分の買い物にも困るようになってきた。そんなとき、「地域の⼈も同じように困っているのだろう

から、こういうものを買いたいのではないか」と思って、作ってみる・売ってみる、それを地域の⽅が買っ

てみる、といった「〜してみる市」。地域の⽅が作ったものをその地域の⽅が買う関係・環境が整えば、地

域に経済の循環が⽣まれ、買い物難⺠問題の緩和・解消にもつながります。「〜てみる」を許容するかどう

かは、経済の持続可能性を左右することになるのです。

リスクマネジメントを本業にされてこられた保険会社としては、イノベーションを促すために、チャレンジ

とリスクテイクを応援することを、もっと強く発信されてもよいのでは、と思います。

関 「てみる」⽂化、というのは⾯⽩いですね。社内外とのコミュニケーションの観点ではいかがでしょう

か。

川北 ⻘⽊さんにお願いしたいのは、お取引先のSDGsに関する取組みを、社内広報ツールでご紹介いただ

きたい、ということです。⼤⼿企業の取組みはSDGsの⽂脈でいくらでも語れますが、中⼩企業がこんなこ

とをやっている、というケース集が、いま⽇本には必要です。

⻘⽊ 当社もグループ報(社内報)でSDGsを特集として取り上げたことはありますが、他の会社とか、取引

先、代理店などの取組みを紹介するというのは、効果的で説得⼒もありますし、広い意味ではお客さまに対

し、もしくは社内に還元していくことにもなるので、是⾮チャレンジしようと思います。

関 介護事業における価値創造としては、いかがでしょうか。

川北 シニアマーケット事業部とのダイアログで、ＳＯＭＰＯ�Ｆｏｏｄ�Ｌａｂを設置したとうかがいまし

た。�

東⽇本⼤震災や今年相次いだ地震・⽔害でも、発災によって、⾷の供給も途絶えます。ですので、介護事業

所では定期的に「避難⾷を⾷べてみる」という体験をしていただきたい。利⽤者も参加する訓練が⽇常的に

できていると、利⽤者も職員もいざというときの備えや感覚が⾼まります。�

これも、⾃然災害と⾼齢化のさらなる進展に備える価値創造ストーリーの⼀つであると考えま�す。保険のノ

ウハウがあり、ＢＣＰについて本業でコンサルテーションをしており、介護の現場（事業所）をこれだけ持

っている、ということは、他社や社会にとって貴重な将来価値だからです。

新たな価値創造に向けた提⾔
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今⽇はこの短い時間の対談でも、御社が築かれてきたことに、持続可能な社会実現に向けてステークホルダ

ーと共有する価値のあるものがたくさんあると感じました。

関 ありがとうございました。川北さんのコメントに対して、⻘⽊さん、いかがでしょうか。

⻘⽊ 介護のＢＣＰについては、おっしゃるとおり、我々⾃⾝が保険の価値を事業者として提供していくと

いうこと以外に、他のプロバイダーの⽅を⽀援するというリスクコンサルティングのサービスを得意として

いますので、こういった領域もSDGsの取組みの中の⼀つのストーリーとして語り、⽀え⼿のみなさんを⽀

えることもグループとしての仕事なのだと感じました。�

いずれにしても、すべての課題において当社グループだけでは解決できないと思うので、経団連の事例集な

どを参考にし、また、ＮＰＯ／ＮＧＯなどのステークホルダーと連携していきたいと思っています。�

また、当社グループは「トランスフォーメーション」を掲げています。変わっていくためには、失敗はつき

ものであり、失敗するにも⼩さな失敗ではなく、「⼤きい失敗をしよう」といった度量を持って様々なこと

にチャレンジしていきたいと思いますし、そういう企業⽂化を醸成しながら前向きにSDGsに取り組んでい

きたいと感じています。

関 では最後に、⼆宮さんから今後に向けてのコメントをお願いします。

⼆宮 企業⾏動憲章の活⽤については、企業のあるべき⽴ち位置、佇まいを明快に表現していると思ってい

ます。ですので、川北さんのおっしゃるとおり、もっと活⽤すべきですし、また中⼩企業への浸透について

はどの国でも同じく課題としてとらえており、ここをどうやって浸透させていくか、⼀緒に動けるようにな

っていくかは⼯夫が必要だと感じました。�

また、当社はESGに関して、かなり早い段階から意識をもって取り組んできましたので、ある程度ＤＮＡと

して落とし込まれていると思っています。ただし、これが当社グループの⽂化として、根付く、⾃然と⾏動

に⼊っていくところまで⾼めなければもったいない、とも感じています。グローバルで従業員数が８万⼈を

超えるグループでありますし、家族まで含めるとすごい規模の市⺠社会になります。是⾮、社会的課題への

取組みを⽂化としてきっちり根付かせ、SDGsの達成に向けグループを挙げて取り組むことができれば素晴

らしいと思います。

全員 本⽇はありがとうございました。

以上
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当社グループのＥＳＧ課題を把握し、情報開⽰をすること、さらに、継続的に取組みを向上させることを⽬

的に、2011年度からＥＳＧアンケートを実施しています。ＥＳＧアンケートは、当社および主要な国内外

連結会社を対象としています。主要ＥＳＧデータは、本アンケートに基づいて開⽰しています。

●2017年度報告対象

会社名

ＳＯＭＰＯホールディングス株式会社

損害保険ジャパン⽇本興亜株式会社

セゾン⾃動⾞⽕災保険株式会社

そんぽ２４損害保険株式会社

損保ジャパン⽇本興亜保険サービス株式会社

損保ジャパン⽇本興亜ひまわり⽣命保険株式会社

ＳＯＭＰＯケアメッセージ株式会社

ＳＯＭＰＯケアネクスト株式会社

ＳＯＭＰＯリスケアマネジメント株式会社

損保ジャパン⽇本興亜アセットマネジメント株式会社

損保ジャパン⽇本興亜ＤＣ証券株式会社

Sompo International Holdings Ltd.＜英国領�バミューダ＞

Endurance Specialty Insurance Ltd.�＜英国領�バミューダ＞

Endurance U.S. Holdings Corp＜アメリカ＞

Sompo America Insurance Company＜アメリカ＞

Endurance Worldwide Holdings Limited＜イギリス＞

Endurance Worldwide Insurance Limited＜イギリス＞

Sompo International Holdings（Europe）Limited＜イギリス＞

主要ESGデータ

ＥＳＧデータ報告上の情報
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SI Insurance（Europe）, SA＜ルクセンブルク＞

Sompo Japan Nipponkoa Insurance Company of Europe Limited＜イギリス＞

Sompo Japan Sigorta Anonim Sirketi＜トルコ＞

Sompo Holdings（Asia）Pte. Ltd.＜シンガポール＞

Sompo Insurance Singapore Pte. Ltd.＜シンガポール＞

Berjaya Sompo Insurance Berhad＜マレーシア＞

PT Sompo Insurance Indonesia＜インドネシア＞

Sompo Insurance China Co., Ltd.＜中国＞

Nipponkoa Insurance Company（China）Limited＜中国＞

Sompo Insurance（Hong Kong）Company Limited＜中国＞

Sompo Seguros S.A.＜ブラジル＞

Sompo Saude Seguros S.A.＜ブラジル＞

その他44社

●カバー率

当社グループは、保険・⾦融業と介護・ヘルスケア事業など多様な業態の連結⼦会社を含めてＥＳＧデータ

を開⽰するため、本報告では売上⾼をカバー率の算定基準としています。

●報告対象期間

本社所在地が⽇本国内の会社�

各項⽬とも特別な記載がない場合は、会計年度である2017年4⽉〜2018年3⽉の情報を掲載していま

す。

[1]

上記［1］以外の会社�

各項⽬とも特別な記載がない場合は、会計年度である2017年1⽉〜2017年12⽉の情報を掲載してい

ます。

[2]
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従業員数(雇⽤形態別)

男性 ⼥性 合計

正社員 21,261 27,283 48,544

臨時従業員 1,775 14,944 16,719

合計 23,036 42,227 65,263

従業員数(地域別)

⽇本 アジア・中東 欧州 北⽶ 中南⽶ 合計

正社員 42,274 2,481 134 1,708 1,947 48,544

臨時従業員 16,643 30 0 18 28 16,719

合計 58,917 2,511 134 1,726 1,975 65,263

2012年度から認証機関による第三者検証を毎年受けています。

正確性や妥当性については最⼤限配慮するものの、算定が困難な活動については合理的かつ汎⽤性のある

算定⽅法を志向しました。

算定対象範囲は、カバー率および回答した会社で⽰すとおりです。

本データで⽰す、「スコープ1」とは、ガスやガソリンの使⽤など、当社グループが所有または管理する

排出源からの直接排出を⽰します。「スコープ2」とは、購⼊した電気や熱を⽣産する際に発電所などで

発⽣する間接的な排出を⽰します。「スコープ3」とは、当社グループのバリューチェーンのなかで⽣じ

るスコープ2以外の間接的な排出を⽰します。

算定対象活動項⽬は、以下のとおりです。

区分 カテゴリ 算定対象活動項⽬

スコープ１ 直接排出
都市ガス使⽤量、Ａ重油使⽤量、灯油使⽤量、LPG

使⽤量、社有⾞の燃料使⽤量

スコープ２ エネルギー起源の間接排出 電⼒使⽤量、熱（蒸気）使⽤量

グループの従業員に関する情報

Sompo�Internationalは、複数の進出国がありますが、北⽶に含めています。※

温室効果ガス（GHG）の報告上の追加情報
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スコープ３ 購⼊した製品・サービス 紙使⽤量、サーバー、⽔道

燃料・エネルギー関連活動

（スコープ１,２以外）

都市ガス使⽤量、Ａ重油使⽤量、灯油使⽤量、LPG

使⽤量、社有⾞の燃料使⽤量、電⼒使⽤量、熱（蒸

気）使⽤量

輸送・配送（上流） 郵便、宅配、社内便、事務所移転、社員引越

事業活動で発⽣する廃棄物 産業廃棄物、⼀般廃棄物

出張
国内（営業・出張・赴任・宿泊）、海外（出張・赴

任・宿泊）

従業員の通勤 電⾞、バス、⾃家⽤⾞

●環境データ

項⽬ 単位 2015年度 2016年度 2017年度
カバー率 認証

GHG排出量（スコープ1） tCO2 18,479 21,517 21,164 88.24% ✓

GHG排出量（スコープ2） tCO2 76,552 76,522 75,207 97.97% ✓

GHG排出量（スコープ3） tCO2 57,800 59,227 58,039 100.00% ✓

GHG排出量（スコープ1〜

3）合計
tCO2 152,831 157,266 154,410 100.00% ✓

１⼈当たりCO2排出量 tCO2 3.87 2.46 2.37 100.00%

都市ガス使⽤量 m3-N 1,400,939 1,733,983 1,723,740 84.24% ✓

A重油使⽤量 kℓ 174 201 185 85.42% ✓

灯油使⽤量 kℓ 101 185 157 85.42%

LPG使⽤量 t 14 47 46 85.42%

社有⾞の燃料使⽤量 kℓ 6,322 7,133 7,046 88.24%

電⼒使⽤量 kWh 137,178,856 142,661,366 145,415,814 97.97% ✓

熱（蒸気）使⽤量 MJ 96,907,972 96,176,904 93,195,471 85.15% ✓

紙使⽤量 t 7,859 9,970 8,832 76.80% ✓

環境側⾯に関する情報

*1

*1
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⽔使⽤量（上⽔使⽤量） kℓ 508,335 368,720 373,126 74.72%

⽔使⽤量（下⽔使⽤量） kℓ 429,821 395,061 442,302 74.87%

廃棄物の総排出量 t 9,154 7,234 7,979 85.02%

廃棄物のリサイクル量 t 8,310 6,632 6,030 74.95%

総出張距離 km 72,354,921 76,869,498 77,848,495 85.63%

延べ床⾯積 m2 1,631,472 1,696,742 1,673,885 98.59%

グリーン購⼊⽐率 % 87.1% 88.2% 89.4% 88.72%

環境分野の

⼈材育成

「市⺠のための

環境公開講座」 ⼈ 501 431 1,428 -

⼤学（院）⽣の

環境NPO/NGO

へのインターン

シップ⽀援

「CSOラーニ

ング制度」

⼈ 59 53 59 -

⽇本の希少⽣物

種の環境保全活

動「SAVE

JAPAN�プロジ

ェクト」

⼈ 6,025 1,193 5,234 -

*2

認証機関による第三者検証を毎年受けています。算定対象範囲は以下の通りです。�

2015年度：ＳＯＭＰＯホールディングスの主要な連結⼦会社および事業会社�

2016-2017年度：ＳＯＭＰＯホールディングスおよび主要な連結⼦会社

*1

「市⺠のための環境公開講座」は2017年度より⼈数のカウント⽅法を変更しています。*2
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●社会データ

項⽬ 単位 2015年度 2016年度 2017年度
カバー率 認証

役員級以上

男性 ⼈ 171 211 219

100.00%⼥性 ⼈ 10 14 15

全体 ⼈ 181 225 234

部⻑級以上

役員級未満

男性 ⼈ 709 754 781

100.00%⼥性 ⼈ 80 96 135

全体 ⼈ 789 850 916

課⻑級以上

部⻑級未満

男性 ⼈ 2,213 2,314 2,477

100.00%⼥性 ⼈ 365 523 611

全体 ⼈ 2,578 2,837 3,088

係⻑級以上

課⻑級未満

男性 ⼈ 6,074 7,192 7,542

100.00%⼥性 ⼈ 1,969 2,663 4,052

全体 ⼈ 8,043 9,855 11,594

労働組合等の加⼊率 % 96.9% 81.3% 96.4% 99.78%

障がい者雇⽤率 % 2.05% 2.17% 2.12% 88.80%

⼥性管理職⽐率 % 13.2% 18.7% 20.7% 99.64%

育児休業取

得者数

男性 ⼈ 361 329 402

95.45%⼥性 ⼈ 1,516 2,077 2,048

全体 ⼈ 1,877 2,406 2,450

育児休業取

得の平均⽇

数

男性 ⽇ 2.9 6.3 4.8

99.53%

⼥性 ⽇ 185.5 186.5 181.1

育児⽀援制

度

短時間勤

務取得者

数+始

業・就業

⽇ 1,185 1,897 1,809 96.50%

社会側⾯に関する情報

*1
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の繰り上

げ・繰下

げ制度取

得者数

介護休業取

得者数

男性 ⼈ 1 5 23

96.95%⼥性 ⼈ 16 40 67

全体 ⼈ 17 45 90

テレワーク利⽤者数 ⼈ 2,190 2,797 5,417 96.73%

有給休暇取得率 % 54.5% 61.5% 61.1% 99.64%

労働災害発⽣度数率 - 1.06 4.44 4.41 99.87%

⽋勤による総喪失⽇数 ⽇ - 83,801 86,967 99.78% ✓

時間外労働⽐率 % 15.0% 13.2% 11.3% 98.53%

年間離職率

男性 % 4.3% 10.2% 7.3%

100.00%⼥性 % 7.5% 15.9% 11.6%

全体 % 5.9% 13.9% 9.9%

従業員満⾜

度割合

満⾜と回

答した割

合

% 73.3% 72.5% 80.6%

84.15%回答者数 ⼈ 23,656 23,648 26,485

満⾜と回

答した⼈

数

⼈ 17,342 17,150 21,355

社会貢献活動への参加

⼈数
⼈ 30,108 32,829 35,848 -

会社からの⾦銭的寄付

額
JPY 1,627,803,482 1,750,923,536 1,716,137,921 100.00%

*2

海外連結⼦会社は各年度12⽉末時点、国内事業会社は、翌年度4⽉1⽇時点のデータです。*1

グループ社員および代理店従業員の合計⼈数です。*2
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●取締役会をはじめとする各種統治機関の活動回数、社外取締役などの平均出席率

項⽬ 単位
2016年7⽉1⽇

時点

2017年7⽉1⽇

時点

2018年7⽉1⽇

時点

取締役会

開催回数 回 15 14 14

取締役⼈数 ⼈ 13 12 12

（うち独⽴社外取締役⼈

数）
⼈ 4 4 4

取締役の平均出席率 ％ 97.7% 98.9% 98.5%

監査役会

開催回数 回 13 13 13

監査役⼈数 ⼈ 5 5 5

（うち独⽴社外監査役⼈

数）
⼈ 3 3 3

監査役の平均出席率 ％ 100% 100% 98.6%

●指名・報酬委員会

項⽬ 単位
2016年7⽉1⽇

時点

2017年7⽉1⽇

時点

2018年7⽉1⽇

時点

指名・報酬

委員会

取締役⼈数 ⼈ 5 5 5

（うち独⽴社外取締役⼈

数）
⼈ 4 4 4

ガバナンスに関する情報

73



●役員報酬実績額（2017年度）

●投資家・アナリスト向け説明会等の開催

説明会 回数

機関投資家・アナリスト向け説明会（ＩＲミーティング） 2回

機関投資家・アナリスト向け電話会議 4回

証券会社主催カンファレンス 5回

個別ミーティング 249回

個⼈投資家向け説明会 8回
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●コンプライアンス教育

項⽬ 単位 2015年度 2016年度

2017年度

カバー率

コンプライアンス教育の実施状況 % 99．98% 95．92% 90.74% 96.29%

コーポレート・ガバナンス

参考リンク集

第三者保証

ビジョン・⽅針・規範

マネジメント体制・仕組み

サステナブルな社会の実現に貢献する商品・サービス⼀覧
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ステークホルダーの皆さまに当社グループのＣＳＲの取組みをご理解いただくため、以下のツールを⽤いて

情報発信しています。掲載内容は、社会的に開⽰要請の⾼い項⽬と、当社グループのＣＳＲ重点課題を中⼼

とした重要な項⽬の⼆軸の観点で、透明性⾼く、積極的かつ公正に報告するよう内容を吟味・検討していま

す。

「統合レポート2018」は、当社グループの経営理念に基づいて「安⼼・安全・健康のテーマパーク」へ

のトランスフォーメーションを推進している姿を、ステークホルダーの皆さまにわかりやすくご理解をい

ただくことを⽬的に作成しており、保険業法第271条の25および同施⾏規則第210条の10の2に基づい

て作成したディスクロージャー誌です。また、「国際統合報告フレームワーク 」および「価値創造ガイ

ダンス 」を参照し、これまでの実績や将来戦略を、財務・⾮財務両⾯で統合的にまとめています。

「ＣＳＲコミュニケーションレポート2018」およびホームページ「ＣＳＲ」は、当社グループのＣＳＲ

経営ビジョン、⽅針、計画や活動進捗を報告し、取組みを継続的に向上させるためのコミュニケーショ

ン・ツールです。�

「ブックレット2018」は、当社グループのＣＳＲの取組みの⼀部をわかりやすく簡潔に紹介していま

す。

ＣＳＲに関する情報発信の全体像と⽅針

ＣＳＲに関する情報発信の全体像と⽅針

*1

*2

2010年に設⽴された国際統合報告評議会（IIRC：International�Integrated�Reporting 

Council）が提供している国際的な企業報告フレームワーク。

*1

経済産業省がとりまとめた、企業と投資家が情報開⽰や対話を通じて互いの理解を深め、価値協

創に向けた⾏動を促すことを⽬的としたガイダンス。

*2

アクセシビリティの改善を⽬指し、ＣＳＲコミュニケーションレポート2018の内容を、PDF冊⼦だ

けでなく、全⾯的にホームページ「ＣＳＲ」で情報発信しています。

※

76



「ＣＳＲコミュニケーションレポート2018」の特徴は⼤きく以下のとおりの5点です。

1.�ＣＳＲを通じた企業価値向上に向けた取組み�

トップコミットメントでは、グループCEO取締役社⻑の櫻⽥謙悟が最⾼意思決定者として、企業価値向上

に向けた取組みや、これからの成⻑ストーリーなどを述べています。また、価値創造プロセスを提⽰し、

サステナブルな社会とグループの成⻑を実現するプロセスを⽰しています。

2.�「持続可能な開発⽬標（SDGs）」への取組み�

2015年9⽉に国連サミットにて採択された、2030年までの「持続可能な開発⽬標（SDGs）」について

当社グループの取組みや、市⺠セクターの代表であるIIHOE［⼈と組織と地球のための国際研究所］代表

者兼ソシオ・マネジメント編集発⾏⼈の川北秀⼈⽒と、当社ＣＢＯ（Group�Chief�Brand�Officer）の⻘

⽊潔、損保ジャパン⽇本興亜の取締役会⻑で経団連�企業⾏動・ＣＳＲ委員会委員⻑を務める⼆宮雅也、損

保ジャパン⽇本興亜ＣＳＲ室シニアアドバイザーで経団連企業⾏動憲章タスクフォースの座⻑を務める関

正雄による「ＳＤＧｓ時代のＳＯＭＰＯホールディングスの価値創造ストーリー」をテーマとした対談を

掲載しています。

3.�社会の最新動向や当社の特徴を活かした3つの「特集」�

深刻化する「気候変動」問題に関する取組みについて、また、「安⼼・安全・健康のテーマパーク」への

トランスフォーメーションを通じた新たな価値創造に寄与する「介護・ヘルスケア」、ESG投資を通じた

持続可能な社会・成⻑の実現を⽬指す「アセットマネジメント」について特集を設け、IIHOEの川北⽒と

の対談を掲載しています。

4.�ステークホルダー・エンゲージメントを通じた取組み�

当社グループは、多様なステークホルダーとのコミュニケーションが、社会的課題を認識し、信頼関係と

協働関係を構築し、より⼤きな成果を⽣み出すための重要な取組みであると考えています。本レポートで

は、2016年4⽉に公表した、グループＣＳＲ重点課題の⾒直しのプロセスで、ステークホルダーの皆さま

からいただいたご意⾒に対する進捗や課題を報告し、また、上記2.、3.のとおり、有識者との対談などを

実施し、報告しています。

5.�情報開⽰の信頼性向上に向けた取組み�

当社は情報開⽰に際しさまざまな国際的ガイドラインを参考としており、本レポートは、GRI(Global

Reporting�Guideline)スタンダードの中核(Core)オプションに準拠して作成されています。�

また、当社では、ＣＳＲに関する報告書の第三者意⾒の取組みが⼀般的ではなかった2001年度から、

IIHOEの川北⽒から「第三者意⾒」をいただき、継続的な取組みの向上につなげています。第三者意⾒を

執筆いただくにあたっては、主要部⾨へのヒアリングも実施し、当社のＣＳＲの取組みを包括的かつ詳細

に把握いただいています。また、2012年度からは温室効果ガス（GHG）の排出量について第三者機関に

よる保証を受け、年々その対象となるグループ会社の範囲を拡⼤するとともに、2016年度からは⽋勤に

よる総損失⽇数についても保証を受け、透明性の⾼い情報開⽰に努めています。

また、以下のとおり、実績や今後の⽅針を掲載しています。

「グループＣＳＲ重点課題」別に当社グループの取組みのPDCAをわかりやすく伝えるため、基本的な考

え⽅、マネジメント体制、ＣＳＲ－ＫＰＩ（重要業績評価指標）、主な取組み、今後に向けての⽅針・計

画を掲載しています。

「ESG（環境・社会・ガバナンス）情報インデックス」を設け、サステナブルな社会の実現に貢献する主

な商品・サービス⼀覧を掲載し、また、主要ESGデータは、当社および当社の主要な連結⼦会社の実績を

「ＣＳＲコミュニケーションレポート2018」の特徴

77



経年で⽐較しやすいように集計し、具体的なデータをあげて報告するよう努めています。

「主な取組み」では、ステークホルダー別に構成し、社会的課題の解決に向けた具体的な活動内容を紹介

しています。

ＳＯＭＰＯホールディングス株式会社、国内外のグループ会社および財団。⼀部、事業会社の代理店および

それらの全国組織の取組みを含みます。

原則として2017年度（2017年4⽉〜2018年3⽉）。最新の状況をお知らせする⽬的で直近の活動について

も掲載しています。

年1回

前回 2017年7⽉�

今回 2018年7⽉�

次回 2019年7⽉（予定）

●GRI(Global�Reporting�Initiative)スタンダード �

●ISO�26000（社会的責任の国際規格）�

●SDG�Compass：SDGsの企業⾏動指針－SDGsを企業はどう活⽤するか－�

●環境省「環境報告ガイドライン2012年版」�

●ISO�14064-1（組織における温室効果ガスの排出量及び吸収量の定量化及び報告のための仕様並びに⼿

引）�

報告対象組織

報告対象期間

ＣＳＲコミュニケーションレポートの公表頻度

ＣＳＲコミュニケーションレポートの公表時期

情報発信にあたり参考としたガイドラインなど

*
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●NSC「サステナビリティ報告ガイドライン�SPI報告解説書」�

●国連グローバル・コンパクトの10原則�

●国連「ビジネスと⼈権に関する指導原則（ラギー・フレームワーク）」�

●⽇本経団連「企業⾏動憲章」および「企業⾏動憲章」実⾏の⼿引き（第7版）�

●価値創造ガイダンス

ＳＯＭＰＯホールディングス株式会社 ＣＳＲ室�

〒160-8338�東京都新宿区⻄新宿1-26-1�

E-mail：csr@sompo-hd.com�

TEL：03-3349-3000（代表）

ＣＳＲに関する情報発信は、当社グループの経営⽅針や計画などに基づいた将来予測が含まれています。こ

れらは記述した時点で⼊⼿できた情報に基づいて作成しているものです。したがって、実際の業績や活動計

画は、将来の経営環境によって影響を受ける可能性があります。

「ＣＳＲコミュニケーションレポート2018」は、GRI(Global�Reporting�Initiative)スタンダードの中核

(Core)オプションに準拠して作成されています。対照表は以下をご参照ください。

*

GRI内容索引

企画・編集・お問い合せ先

免責事項
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IIHOE[⼈と組織と地球のための国際研究所]��

代表者�兼�ソシオ・マネジメント編集発⾏⼈

川北�秀⼈ ⽒

IIHOE：「地球上のすべての⽣命にとって、⺠主的で調和的な発展のために」を

⽬的に1994年に設⽴されたNPO。主な活動は市⺠団体・社会事業家のマネジ

メント⽀援だが、⼤⼿企業のＣＳＲ⽀援も多く⼿がける。

当意⾒は、ＳＯＭＰＯホールディングスのホームページ上のＣＳＲ関連ページの記載内容、および損保ジャ

パン⽇本興亜の⼆宮会⻑、損保ジャパン⽇本興亜アセットマネジメントの⼭⼝社⻑、ＳＯＭＰＯホールディ

ングスのシニアマーケット事業部、⼈事、ＣＳＲ、損保ジャパン⽇本興亜の総務、⼈事の実務責任者または

担当者へのヒアリングに基づいて執筆しています。�

同社グループのＣＳＲへの取組みは、統合的なPDCA（マネジメント・サイクル）の推進体制の確⽴に向け

て進み続けていると⾔えます。

ダイアログの様⼦

第三者意⾒・第三者意⾒を受けて

ＳＯＭＰＯホールディングスグループのＣＳＲへの取組みに対する第三

者意⾒

http://blog.canpan.info/iihoe/ （⽇本語のみ）
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⾼く評価すべき点

トップ・マネジメントを含む、グループを挙げたＣＳＲ推進（「マネジメント体制」）について、グルー

プ経営基本⽅針に「本業の強みを活かしつつ、ステークホルダーとの積極的な対話を通じて、企業として

の社会的責任を果た」す旨を明記し、グループＣＳＲビジョン、5つの重点課題と3つの重点アプローチ

を定め、KPIを設定して⽇常のマネジメントにおける実践に落とし込んでいること。グループCEO⾃らが

「安⼼・安全・健康のテーマパーク」へのトランスフォーメーションとエコシステムを通じた価値創出へ

のコミットメントを明確にしていること。さらにSOMPOホールディングスおよび国内外の主要な連結会

社に対して、環境・社会・ガバナンス（ESG）への取組みを確認するアンケートが2011年度から継続的

に実施され、各社にＣＳＲ推進パーソンが任命されており、各社の現場での実践が「主な取組み」として

紹介されていること。また、2017年6⽉に「グループＣＳＲ調達ポリシー」を公表したこと。今後も、

重点課題や社会的な成果による影響に基づいてKPIが適時改定・拡充されるとともに、1次・2次調達先ま

で働きかけて推進されることを期待します。

SDGs達成に向けた取り組み（「持続可能な開発⽬標（SDGs；Sustainable Development�Goals）達

成へ向けた取組み」）について、損保ジャパン⽇本興亜の⼆宮会⻑が国内外の経済界における推進役を積

極的に果たすとともに、⾃社においても広報や研修などに織り込んでいること。今後は、2030年の世界

と⾃社の持続可能な成⻑を、先駆的かつ協働的な価値創出を通じて実現できるよう、管理職層や中堅職員

層に「2030年への世界と⾃社を俯瞰する」研修を設けるとともに、海外でもNPO/NGOとの接点が拡充

されることを期待します。

安⼼・安全・健康に資する商品・サービスの提供（「主な取組み（お客さま）」）について、天候インデ

ックス保険が2010年のタイでの開始以来、各国に相次いで展開されていること、通信機能付きドライブ

レコーダーにより収集された⾛⾏データの分析に基づく運転者への指導などによる事故防⽌⽀援サービス

「スマイリングロード」の導⼊先で既に事故件数が2割減少していること、その知⾒をもとにテレマティ

クス保険を開発したこと、⾃治体による避難所開設等の発災に備えた初動対応早期化を促す防災・減災サ

ービスなど、先駆的な商品を相次いで開発し、本業を通じた重点課題への取り組みが進められているこ

と。今後は、同様の課題に直⾯する海外各国に、さらに積極的に商品やノウハウを提供するとともに、⼈

⼝や家族の構成の変化・多様性にも配慮した開発や運⽤に期待します。

ホームページの構成（「ＣＳＲ」）について、トップ・マネジメントのコミットメントやグループ基本情

報に加え、ＣＳＲを通じた企業価値向上、ＣＳＲの考え⽅とマネジメント体制、グループＣＳＲ重点課

題、SDGs達成へ向けた取り組みやESG情報インデックスなどを網羅的かつ体系的に紹介するとともに、

「ＣＳＲのあゆみと主な取り組みのインパクト」で過去からの取り組みの経過も紹介していること。今後

は、⾮財務領域における⻑期⽬標・指標に対する進捗について、社会課題への価値創出の観点から、より

詳細に紹介されることを期待します。

国連環境計画・⾦融イニシアティブ（UNEP�FI）や持続可能な発展のための世界経済⼈会議

（WBCSD）、⽇本経団連⾃然保護協議会、企業市⺠協議会（CBCC）など、国内外の重要なイニシアテ

ィブ（「社会への宣⾔・イニシアティヴへの参画」）について、積極的に参画していること。特に、⽇本

経団連の企業⾏動指針の改訂においても、重要な役割を果たしたこと。今後も、⽇本を代表する企業とし

てイニシアティブを発揮することを、強く期待します。

社会貢献活動（「重点課題４ よりよいコミュニティ・社会づくり」）について、CSOラーニング制度に

より環境分野CSOに派遣されたインターンが1000⼈を超えたことをはじめ、貴重な取り組みが積み重ね

られていること。今後も、世界各地の中⻑期的な課題に、各地の従業員の⽅々が主体的・継続的に、運営

にも参加されることを期待します。
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取組みの進捗を評価しつつ、さらなる努⼒を求めたい点

損保ジャパン⽇本興亜アセットマネジメントによる資産運⽤（「特集２ ESG投資を通じた持続可能な社

会・成⻑の実現」）について、先駆的にESGの観点を織り込み、海外の機関投資家からも信任を受けてい

ることを評価しつつ、今後は、⽇本企業との対話を通じて価値創出ストーリーを引き出しながら、ESGへ

の取り組みやSDGsへのコミットメントを促すことを期待します。

介護事業（「特集１ 介護・ヘルスケアの取組み」）について、国内最⼤規模の事業者として8万⼈以上

の利⽤者にサービスを提供し続け、18年7⽉の事業会社統合に先⽴ち同年4⽉に経営理念を再定義し、

「地域包括企業」をめざして地域本部制を導⼊したことを評価しつつ、今後は、従業員間の情報共有をさ

らに促すとともに、⾃社の事業を通じて得られた知⾒を保険やコンサルテーションの形で他の介護事業者

とも共有され、⾼齢化最先進国である⽇本国内の介護事業の共通基盤として活⽤されることを、引き続き

強く期待します。

紙の使⽤量の統合的な管理（「主要ＥＳＧデータ(環境側⾯に関する情報)」）について、16年度の保険商

品の⼤幅改定に伴う増⼤からは減少していたものの、15年度の⽔準を上回り続けていることから、今後

も、⽣物多様性保全への取り組みを進めてきた企業だからこそ、改定が⾒込まれる時点で、環境への負荷

を低減し補う取り組みを進めることを、強く求めます。

⼈的多様性を⽣かした組織づくり（「主な取組み(社員－ダイバーシティ&インクルージョン)」）につい

て、国内外数百の主要ポストの職務評価を実施し、海外グループ共通の⼈事システムが導⼊され、

Exchange�ProgramやGlobal�Universityが積み重ねられていることを評価しつつ、今後は、グループ全

体の⻑期の⼈的ポートフォリオ⽬標を明⽰し、未来の市場・経営環境に備える仮説を検証する研修など、

グローバルに活躍する次世代の上級管理職層を育成する体制の拡充や、障碍者をはじめとする⼈的な少数

者が相互に意⾒交換できるコミュニティの形成が促されることを、引き続き強く期待します。

従業員の健康の維持・向上と働き続けやすい職場づくり（「主な取組み（社員－健康増進に資する取組

み）」）について、育児・介護・看護のための休職・短時間勤務や在宅勤務制度を利⽤する従業員の⽐率

が14%（約7⼈に1⼈）に達していることを評価しつつ、今後は、勤続年数の男⼥差が合理的と⾔える⽔

準まで縮⼩するよう、若い⼥性の疾患予防・体調管理を⽀援することを引き続き期待します。

⼈権への取り組み（「ＣＳＲの考え⽅」）について、グループ⼈間尊重ポリシーに基づく⼈権リスクのイ

ンパクト特定を進めつつあること、⾃動⾞保険や⽣命保険における配偶者の扱いを⾒直していることを評

価しつつ、今後は、損害保険の対象となる事業における⼈権リスクのデュー・ディリジェンスや負の影響

の回避、発⽣時の救済について、保険事業者としての知⾒を存分に発揮することを期待します。

⻑期的な環境負荷の削減について、今後は、⽇本政府がパリ協定に際して掲げた、2030年までに温室効

果ガス排出量（13年⽐）26%削減、特に同社が該当する「業務その他」部⾨の40%削減⽬標を早期に達

成するために、再⽣可能エネルギーの⾃社導⼊や他社での導⼊⽀援をさらに積極的に進められることを引

き続き期待します。

IIHOE[⼈と組織と地球のための国際研究所]�

代表者�兼�ソシオ・マネジメント編集発⾏⼈�

川北�秀⼈
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グループＣＳＲ推進本部⻑�

グループＣＢＯ（Group�Chief�Brand�Officer）�

執⾏役員�

広報部⻑ 兼 ＣＳＲ室⻑

⻘⽊ 潔

当社グループでは、ＣＳＲに関する報告書の第三者意⾒の取組みが⼀般的ではなかった2001年度から、川

北様に第三者意⾒を執筆いただいております。執筆をいただく際には、報告書の内容を確認いただくだけで

なく、関連部⾨との双⽅向の対話を重視するお考えのもと、直接、対話の場を設け、各取組みについてより

深くご理解いただいたうえでアドバイスを頂戴しております。⻑期間にわたる継続的なご⽀援に深く感謝申

し上げます。

今回、川北様には、SDGs（持続可能な開発⽬標）をはじめとする社会的な要請を踏まえ、当社グループが

経営戦略として掲げている「安⼼・安全・健康のテーマパーク」の実現に向けたこれまでの取組みや今後の

期待についてご意⾒をいただきました。また、グループのアセットマネジメント事業に関しては、ＥＳＧ投

資を通じた持続可能な社会の実現に向けて議論をいただくとともに、さらなる情報発信などＥＳＧ投資家と

しての今後の期待に関する貴重なアドバイスをいただきました。

当社グループの「安⼼・安全・健康のテーマパーク」では、損害保険事業だけでなく、介護・ヘルスケア事

業や⽣命保険事業など多様な事業が有機的に連動しながら、お客さまに様々なソリューションを提供してい

く姿を⽬指しています。このようなトランスフォーメーションを通じて社会的課題を解決していくことが、

SDGsで⽬指す世界の実現につながっていくと認識し取り組んでいます。

今回いただいた第三者意⾒および対話を通じて、様々なステークホルダーの皆さまとのパートナーシップ

（エコシステムの構築）がキーとなることや、失敗を恐れずチャレンジする企業⽂化の重要性をあらためて

認識するとともに、認知症予防や⽀え⼿への様々なサポートといった介護事業を軸とした取組みやデジタル

技術のさらなる活⽤などへの期待の⼤きさを感じており、今後のグループ経営に活かしていきたいと考えて

います。また、事業プロセスにおける環境や⼈権への配慮、ダイバーシティの推進による働きやすい職場づ

くりに向け、さらなる取組みを進めていきたいと思います。

『安⼼・安全・健康のテーマパーク』の実現へ向けて
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